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平成２２年３月　５日　開会
平成２２年３月２３日　閉会

西多摩郡奥多摩町議会事務局
平成２２年第１回奥多摩町議会定例会　会議録
１．平成22年３月５日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２．出席議員は、次のとおりである。

第１番　師岡　伸公君　　第2番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君
第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君
第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君
第10番　澤本　　章君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３．欠席議員は、次のとおりである。

なし
４．会議事件は、次のとおりである。

　　別紙本日の「議事日程表」のとおり

５．職務のため出席したものは、次のとおりである。

　　議会事務局長　田中　國雄君　　　　議会係長　浅見　隆久君

６．地方自治法第１２１条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　町　　　　長　　河村　文夫君　　　副   町   長　　村木　義雄君
　　教 　育 　長　　栃元　　誠君　　　企画財政課長　　加藤　一美君

企画財政課主幹　　若菜　伸一君　　　総務課長　　武内　新三君
住民課長　　浜野　武雄君　　　福祉保健課長　　大野　　尚君
　観光産業課長　　加藤　博士君　　　地域整備課長　　宮田　昭治君
水道課長　　加藤　桂三君　　　教育課長　　井上　永一君
　病院事務長　　原島　　肇君
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　　　　　　平成２２年　３月　５日
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会　期　平成２２年３月５日～３月２３日（１９日間）
	日程
	議案　番号
	事　　　　件　　　　名
	結　果

	１
	―――
	議長定例町議会開会・開議宣告
	―――

	２
	―――
	　　　　　　　　　　　　　13番　小林　　勤議員

会議録署名議員の指名
14番　島崎　利雄議員

	３
	―――
	会期の決定について
	決　　定

	４
	―――
	議会関係諸報告
	―――

	５
	―――
	町長あいさつ及び施政方針表明
	―――

	６
	議案第１号
	奥多摩町生活館条例の一部を改正する条例
	原案可決

	７
	議案第２号
	奥多摩町国民健康保険病院事業の設置に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	８
	議案第３号
	奥多摩町学校給食センター設置条例の一部を改正する条例
	原案可決

	９
	議案第４号
	奥多摩町職員定数条例の一部を改正する条例
	原案可決

	10
	議案第５号
	非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	11
	議案第６号
	奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例
	原案可決

	12
	議案第７号
	奥多摩町川の水をきれいにするための戸別合併処理浄化槽の整備に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	13
	議案第８号
	奥多摩町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	14
	議案第９号
	奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	15
	議案第10号
	奥多摩町日原川流域貯水池対策委員会条例を廃止する条例
	原案可決

	16
	議案第11号
	東京都後期高齢者医療広域連合と奥多摩町との間における葬祭費の事務委託に関する規約
	原案可決

	17
	議案第12号
	東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約
	原案可決

	18
	議案第13号
	平成21年度奥多摩町一般会計補正予算（第４号）
	連合審査会
付託

	19
	議案第14号
	平成21年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第４号）
	連合審査会

付託

	20
	議案第15号
	平成21年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第３号）
	連合審査会

付託

	21
	議案第16号
	平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）
	連合審査会

付託

	22
	議案第17号
	平成21年度奥多摩町老人保健特別会計補正予算

（第２号）
	連合審査会

付託

	23
	議案第18号
	平成21年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）
	連合審査会

付託

	24
	議案第19号
	平成21年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算

（第４号）
	連合審査会

付託

	25
	議案第20号
	平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算

（第２号）
	連合審査会

付託

	26
	議案第21号
	平成21年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）
	連合審査会

付託

	27
	議案第22号
	平成21年度奥多摩町水道事業会計補正予算（第３号）
	連合審査会

付託

	28
	議案第23号
	平成22年度奥多摩町一般会計予算
	予算特別委員会付託

	29
	議案第24号
	平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	予算特別委員会付託

	30
	議案第25号
	平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	予算特別委員会付託

	31
	議案第26号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	予算特別委員会付託

	32
	議案第27号
	平成22年度奥多摩町老人保健険特別会計予算
	予算特別委員会付託

	33
	議案第28号
	平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	予算特別委員会付託

	34
	議案第29号
	平成22年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	予算特別委員会付託

	35
	議案第30号
	平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	予算特別委員会付託


	36
	議案第31号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算
	予算特別委員会付託

	37
	議案第32号
	町道路線の廃止について
	原案可決

	38
	議案第33号
	町道路線の認定について
	原案可決

	39
	議案第34号
	　奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（デジタルＴＶ）事業請負契約について
	原案可決

	40
	議案第35号
	奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（コンピュータ・ＬＡＮ）事業請負契約について
	原案可決

	41
	議案第36号
	森林活動拠点施設整備工事請負契約の変更について
	原案可決

	42
	議案第37号
	　奥多摩町学校給食センター建設工事請負契約の変更について
	原案可決

	43
	議案第38号
	　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負契約の変更について
	原案可決

	44
	議案第39号
	　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10請負契約の変更について
	原案可決

	45
	議案第40号
	奥多摩処理区下水道管渠建設工事その11請負契約の変更について
	原案可決


（午後５時８分　散会）

午前10時00分　開会･開議

○議長（澤本　　章君）　皆さん、おはようございます。
　これより平成22年第１回奥多摩町議会定例会を開会します。

直ちに本日の会議を開きます。
　日程第２　会議録署名議員の指名を議題とします。本件につきましては、会議規則第115条の規定により議長において指名します。

　本定例会の会議録署名議員に13番小林　　勤議員、14番島崎　利雄議員、以上２名を指名します。

　次に、日程第３　会期の決定について、を議題とします。本件につきましては去る３月１日、議会運営委員会が開かれ本定例会の運営について協議が行われておりますので、その結果を議会運営委員会委員長　師岡　　智議員より報告願います。師岡　　智議員。
［議会運営委員会委員長　師岡　　智君　登壇］
○議会運営委員会委員長（師岡　　智君）　皆さん、おはようございます。議会運営委員会の報告をいたします。
　平成22年第１回奥多摩町議会定例会の運営について、去る３月１日、議会運営委員会を開催しましたので、その協議結果を報告いたします。

　初めに、本定例会の会期でありますが、本日５日から３月23日までの19日間とすることに決定しました。

　次に、会期中の諸日程でありますが、配布してあります会議予定表をご覧ください。
　まず、本日５日の本会議でありますが、会議録署名議員の指名及び会期の決定に続いて閉会中の議会関係諸報告が行われた後、本定例会の開会にあたり町長よりあいさつ及び施政方針の表明があります。あいさつ終了後、議案が上程されます。
次に、３月９日は連合審査会を開会し、各常任委員会合同で平成21年度補正予算10会計の審査及び採決を行います。

なお、当初、３月10日に予定しておりました各常任委員会につきましては、今回、請願書及び陳情書の受付がございませんでしたので開催しないことに決定しております。

　次に、３月12日は本会議２日目でありますが、一般質問を行います。通告者は８名で、通告順に行いますが、簡潔な質問、応答をされるようご協力をお願いいたします。

　なお、町長の施政方針に対する一般質問の通告者は１名ですが、その内容についての通告期限は３月８日、月曜日の午後５時となっておりますので、よろしくお願いいたします。
　次に、３月16日の本会議３日目でありますが、連合審査会に付託し審査が行われた各会計の補正予算の採決を行います。

　また、同日、本会議終了後は予算特別委員会を開会し、平成22年度の各会計予算の概要説明を受けることになっております。

　なお、３月17日及び18日についても予算特別委員会を再開し、質疑を行い、18日に採決を行います。

　次に、３月23日の本会議４日目は本定例会の最終日であります。予算特別委員会に付託して審査が行われた、平成22年度全９計予算の委員長報告及び採決を行います。

　次に、本日の審議内容について申し上げます。
　配布してあります、議会運営委員会結果一覧表をご覧ください。
　議案別の上程については、議案第１号から議案第７号までの７議案は単独上程の即決、議案第８号及び議案第９号の２議案は関連がありますので一括上程の即決、議案第10号から議案第12号の３議案は単独上程の即決と決定しております。

次に、議案第13号から議案第22号までの平成21年度各会計補正予算の10議案については一括上程とし、各常任委員会合同の連合審査会に審査を付託します。

　次に、議案第23号から議案第31号までの平成22年度各会計当初予算の９議案については一括上程とし、議長を除く委員13名による予算特別委員会に審査を付託します。

　なお、暫時休憩をとり、正副委員長の互選も行われる予定であります。
　次に、議案第32号及び議案第33号は町道の廃止及び認定議案で関連がありますので、一括上程とし、採決については即決と決定しております。

　次に、議案第34号及び議案第35号については関連がありますので一括上程とし、採決については即決と決定しております。

次に、議案第36号から議案第40号までの５議案については単独上程とし、採決については即決と決定しています。

次に、本会議中に予定されている提出案件でございますが、町長提案が２件、議員提案が２件となっております。３月23日の本会議４日目に上程される予定となっておりますが、各議案の取り扱いについては４議案とも単独上程の即決と決定しております。

　なお、追加案件の奥多摩町監査委員の選任の同意を求めることにつきましては、起立採決で行うことに決定しております。
　以上が上程別、採決別、取り扱いを含めた議会運営委員会の協議結果であります。本定例会の運営が効率的、かつ円滑に進行しますよう、議員各位のご協力をお願い申し上げ、議会運営委員会委員長の報告といたします。
　以上です。
○議長（澤本　　章君）　議会運営委員会委員長の報告は以上のとおりであります。
　お諮りします。本定例会の会期は本日から３月23日までの19日間とし、議案の上程別及び採決別につきましても併せて委員長の報告のとおり決定したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は本日から３月23日までの19日間とすることに決定しました。

　また、本日の日程はお手元に配布のとおりであります。
　次に、日程第４　議会関係諸報告でありますが、議会関係の閉会中の諸報告及び監査委員の例月出納検査報告についてはお手元に配布のとおりであります。
　次に、閉会中に経済厚生常任委員会が開かれておりますので、その概要について経済厚生常任委員会委員長　清水　典子議員から報告願います。清水　典子議員。
［経済厚生常任委員会委員長　清水　典子君　登壇］
○経済厚生常任委員会委員長（清水　典子君）　議会閉会中に開催した、経済厚生常任委員会の報告をいたします。
　本委員会は去る２月９日、午前10時より、本委員会委員７名全員出席のもと、奥多摩町内の福祉施設である、介護老人福祉施設「グリーンウッド奥多摩」、及びデイサービスセンター「森の時計」の視察を、議会事務局職員の随行のもと行いました。

　最初に、施設長及び事務長他関係職員より、施設の概要及び現状での問題点等について説明を受けた後、質疑応答を行いました。
　主な施設の現状等の内容については、次のとおりです。
以前の措置制度から介護保険制度に変わって、介護度によって金額が違うため、収入面で減となり、かつ、事務量は増となったため非常に運営面では厳しい状況となっている。
いろいろな面において規制があり、行事についても以前より少なくせざるを得ない状況となっていることや、被服費や親睦費用についても入所者の本人負担となってしまった。
医療行為面での制限等、職員がどこまで行っていいのか判断が難しい面もあり困惑している。
現在、100人の入所者のうち、奥多摩町在住者からの入所者は48人おり、奥多摩町の他の介護老人福祉施設と比較して高い入所者率となっている。

質疑応答では、常時寝たきりの人については６人、車椅子の使用者の人数については約70％とのことでした。

給食の委託化については、入所者に美味しい食事を食べさせたい、また、なるべく町内の業者から食材等を購入したいとのことから、今後も委託をせずに給食を提供したいとのことでした。
職員の人数については、正職員が52人、臨時職員が33人とのことでした。

国都の補助金等については、介護施設のブロックで国都に対し補助金等の要望活動を行なっているとのことでした。
第三者評価等についても、ここ数年、聞き取り調査やアンケート調査等を実施し、健全運営に努めているとのことでした。
現在、入所希望の待機者については、40人くらいで推移しているとのことでした。

また、地域支援として、白丸地区のみ給食配送サービスも実施していることは非常によいことなので、今後も続けてほしいとの要望もありました。
次に、職員の案内のもと、グリーンウッド奥多摩、及び森の時計の施設見学を行いました。
どちらの施設も、入所者や利用者が楽しそうに過ごしている姿が印象的であり、職員の仕事に対する姿勢にも熱意が感じられ、二つの施設が良好な運営をしているように感じられました。
今後において、奥多摩町在住者からの入所者の割合がさらに増えていくことが望ましいと思われますので、施設のさらなる努力をお願いし、経済厚生常任委員会委員長報告といたします。
○議長（澤本　　章君）　次に、閉会中に秋川衛生組合議会第１回定例会が開かれておりますので、その概要について報告願います。秋川衛生組合議会議員　師岡　　智議員から報告願います。師岡　　智議員。
［秋川衛生組合議会議員　師岡　　智君　登壇］
○秋川衛生組合議会議員（師岡　　智君）　それでは私から秋川衛生組合議会定例会の報告をいたします。
　去る２月25日、午前10時から秋川衛生組合議会が開かれ、町からは町長、そして竹内和男議員、原島　伸行議員、師岡、そして浜野担当課長が出席をいたしました。

　会議に先立ち奥多摩選出議員の紹介があり、また、これに伴い副議長の選出を従来どおりの方法にて選出することの了解が得られました。
　引き続き、本会議に移り議長のあいさつと坂本　金三議員の欠席の報告がありました。
　議事に入り、日程第１では奥多摩町選出議員３名の議席の指定が行なわれ、日程第２では会議録署名議員が指名され、日程第３では会期が「本日１日限り」と決定されました。日程第４では議長の指名推薦により副議長に私、師岡が選出されました。日程第５では管理者から諸般の報告が次のようにありました。
　本会議は案件４件を上程していること。
　奥多摩町選出の３名の議員の就任を得たこと。
　昨年12月４日に青梅市立新町中学校生徒７名が施設訪問をしたこと。

　搬入量の減少と順調な施設運営が行われていること、の報告がなされました。
　次に、日程第６では専決処分した条例が上程されました。専決第１号　秋川衛生組合一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の報告が、管理者、事務局より説明がそれぞれ行なわれ、承認されました。この改正内容については、東京都人事委員会の勧告に基づき、職員の給料及び期末手当の支給月数の改定を行なったもので、平成22年１月１日から施行されております。

　次に、日程第７　議案第１号　秋川衛生組合一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例が原案どおり可決されました。この改正内容については、東京都人事委員会の勧告に基づき、職員の給料及び期末手当の３月末の廃止等の改正を行なうもので、平成22年４月１日から施行となります。

　日程第８　議案第２号では、平成22年度秋川衛生組合組織市町村の分賦金について、管理者、事務局より説明があり、組織市町村の総額は１億9,500万円であります。内訳は、あきる野市が１億1,573万2,000円、日の出町が2,301万円、檜原村が1,926万6,000円、奥多摩町が3,699万2,000円であり、特に質疑はなく採決の結果、原案どおり可決されました。なお、奥多摩町にあっては前年比767万2,000円の減額となっております。

　次に、日程第９　議案第３号　平成22年度秋川衛生組合会計予算が上程され、管理者、事務局より説明があり、予算総額は歳入、歳出それぞれ２億450万円、前年比452万円、18.2％の減額であります。減額の理由については、起債の償還が21年度で完済となったことが主な理由であります。

　また、修繕費に関して質疑があり、事務局長から「定期的修繕であり毎年度5,000万円程度の経常的な修繕である」との答弁がありました。

　なお、他に質疑はなく、採決の結果、原案どおり可決されました。
　以上で第１回秋川衛生組合議会定例会の報告を終わります。
○議長（澤本　　章君）　ご苦労さまでした。
以上で閉会中の諸報告は終わりました。
次に、11番　師岡　　智議員から謝罪の発言の申し入れがありましたので、ここで発言を許可したいと思います。師岡　　智議員。

○11番（師岡　　智君）　それでは、ただいま議長からご了解をいただきましたので、私から皆様方に一言お詫びを申し上げたいと思います。

　ご承知のとおり、去る２月16日の読売新聞に掲載されました、私の社会福祉協議会に対する寄付金について、大変皆さん方には、議会並びに議員の皆さん、そして町長を始め町管理者の皆様方に対しまして大変ご迷惑をおかけし、ご心配をかけましたことに対し心からお詫びを申し上げる次第でございます。誠に申しわけございませんでした。

　私どもは昨年秋、町の社会福祉協議会の大会におきまして、金婚ということで結婚50年のお祝いを皆様方にも祝福していただきました。大変感激したところでございます。

　また、併せまして、妻が10年前、乳がんの摘出手術から長年、転移その他予防のために抗生物質の投与その他、闘病生活をしておりましたが昨年９月、青梅総合病院で検査の結果、「もう心配ないであろう」という大変ありがたいお言葉をいただきました。本当に二重の喜びが重なったところでございました。

私どもといたしましてはその感謝の気持ちを少しでも、ということで大変私の不注意から、あのような形になってことでございまして、本当に皆様方には申しわけなく心からお詫びを申し上げる次第でございます。
今後につきましては、意を新たにし職務に精励してまいりたいと思っておりますので、今後ともよろしくご指導賜りますようお願いいたします。大変貴重な時間をいただきまして、議長、ありがとうございました。
○議長（澤本　　章君）　以上で発言は終わりました。
お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午前10時35分から再開とします。

午前10時20分　休憩

午前10時35分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　先ほど議会運営委員長の報告どおり、人事案件につきまして賛否を問うのを起立をもっての採決という形で決定をいただきましたが、小林議員、島崎議員、竹内議員からそれについて発言のチャンスを失ったので、という申し出がありました。
　このことについて議長といたしましては、「後日、議員全員でそのことについて協議しましょう」ということで申し上げまして、会議はこのまま続けてまいります。
　以上です。
　日程第５　本定例会の開会にあたり、町長よりあいさつ及び施政方針の表明があります。河村　文夫町長。
［町長　河村　文夫君　登壇］
○町長（河村　文夫君）　おはようございます。
　平成22年第１回奥多摩町議会定例会の開会にあたり、新年度の町政に対する所信を申し述べ、議員各位並びに住民皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。

　今年は、私が住民の皆様から町長として負託を受けた２期目の任期も折り返しの年になります。
　この間、昨年９月には民主党による歴史的政権交代があり、マニュフェスト（政権公約）や連立政権合意に沿った政策の実現に向け、平成22年度初めての予算編成をしております。また日本経済も、高い失業率や下落傾向にある物価水準など依然として情勢は厳しいことなどから、当町を取り巻く行財政環境も、大変不透明で厳しい局面に立たされております。

　このような社会経済情勢の中、私は今まで町長として培ってきた経験や、職員時代の行政経験、近隣市町村や東京都との貴重な信頼関係を大切にし、行財政運営を行ってまいりました。そして、今もっとも重要と考えているのは、行政の継続性、信頼性であります。
　今年も、多くの住民皆様が何を考え、何を求めているのか、自分自身の肌で感じ、スピード感を持って、バランスの取れた行政運営と自助自立の町政運営を行なうことを基本として、生活の豊かさや利便性の向上に努めることはもちろんですが、山紫水明のこの町に暮らす住民の安全・安心を守れるよう「率先垂範、不偏不党の精神」で、粉骨砕身、将来に向かい誇れるようなまちづくりに邁進してまいりますので、住民の皆様、そして、議員各位のご支援、ご協力を賜わりますようお願い申し上げます。
　さて、平成22年度は、平成17年度を初年度とする第４期奥多摩町長期総合計画の後期基本計画５年間のスタートの年となります｡そのため、平成21年度には、前期基本計画に盛り込んだ各種の施策やこれに伴う事業の達成度の確認、見直し等の作業、あるいは昨今の社会情勢の変化に伴い新たに発生した行政需要への対応を含め、住民皆様10名で構成する、まちづくり会議で度重なる貴重なご意見をいただきながら、新たに５年間の後期基本計画の策定作業を進めてまいりました。今後はこの計画に沿って、基本構想で定めた10年間の町の指針である「森（しん）世紀ふるさとづくり　奥多摩」の実現を一層推進してまいります。
　特に、この計画の中で、明日の奥多摩をつくる先駆的な役割を果たす５つの「奥多摩創造プロジェクト」として、「健康と子育て創造｣、「生活創造｣、「教育創造｣、「山の暮らし創造｣、「若者定住化創造」の五つのプロジェクトを設定し、これらプロジェクトの実現に向け、戦略的な取り組みを推進してまいります。
　このうち、当町の最大の課題である若者の定住を進めるまちづくりとして、「若者定住化創造プロジェクト」の中で、住宅マスタープランに沿った若者住宅応援事業､定住促進住宅貸付譲渡事業､新町営住宅の整備、住宅建設適地道路整備事業や、若者の交流など７つの事業を設定しております。平成21年度にはこの計画に基づき、若者が定住できる環境を整備するため、地域活性化・生活対策臨時交付金を活用して、海沢地区に新たに若者用の町営住宅９戸を整備いたしました。この住宅は２階建の集合住宅の上下の階を１世帯で利用するメゾネットタイプの構造としており、オール電化の設備を備え、また最近、夫婦共働きが増えていることから、１戸あたり２台分の駐車場も確保するとともに、家賃を月額２万円、駐車場１台あたり3,000円と低額な使用料を設定し、若者に魅力ある住宅となっております。

　既に１月に募集を締め切りましたが多数の応募があり、この４月から入居が始まりますが、入居された若い方がたが自治会や消防団活動などにも積極的に参加され、地域の活性化が図られることを大いに期待するところであります。
　さらには若者定住促進策として、新たに「奥多摩町若者定住応援条例」を４月から施行いたします。この条例は若者が町内に定住する場合に、資金面で支援措置を講じ、次代を担う若者の定住を応援することで、過疎化を防止し、豊かで活力のある地域をつくることを目的にしたものでございます。具体的内容は、若者が定住を目的に一定の事業規模以上の住宅の新築や増改築、または住宅の購入に際し、町が160万円を限度に補助するものであります。これに加え、金融機関からの融資を受けた場合は３年間に90万円を限度に利子補給を行う事業や、海沢若者住宅に１年以上入居していた世帯が町内に定住する場合には、１年分の家賃に相当する24万円を上乗せして支給する内容も含まれております。

　また、これと併せて町独自の子育て支援策として、新たに多子家庭世帯等高校生通学援助事業のレベルアップ事業、ヒブワクチン予防接種費用の助成、小中学生給食費２分の１の助成、入学進学助成事業として小学校入学２万円、中学入学４万円、高校入学５万円の支給を実施いたします。

  今後も町の最大の課題である若者の定住対策につきましては、長期総合計画を基本に、町独自の子育て支援策を含めて総合的に一層推進してまいります。

　次に、行政改革については、平成17年度から21年度までを計画期間とする第２期奥多摩町行政改革大綱及び行政改革推進計画に基づき、「しごとの改革・ひとの改革・しくみの改革」を積極的に進めてまいりました。この中で、事務事業見直し、定員管理適正化、給料等の適正化などで、平成９年から21年度までの13年間に約12億円の削減を行ない、特に職員数の見直しについては、町税が落ち込む中、事務のフラット化の導入など簡素で効率的な組織の構築と適正な人員配置により、目標年次を１年繰り上げ、平成20年度までに約１割の減員をしてまいりました。
　しかしながら、ここ数年来の税収や地方交付税の減額など財政環境は極めて厳しい状況になっていることから、将来にわたって安定した行財政運営を行なっていくためには、さらなる抜本的な行政改革に取り組むことが不可欠であります。
　そのため、引き続き「しごとの改革｣、「ひとの改革｣、「しくみの改革」の３つを基本的な柱として、水道事業の都営一元化など新たな時代の変化に対応していくための組織の見直しをはじめとする、第３次奥多摩町行政改革大綱を策定し、平成22年度からさらなる行政改革をスタートとすることといたしました。

　これからも、小さな町が自らの判断と責任において、新たな行政課題に柔軟かつ弾力的に対応できるよう体質を強化し、住民福祉の向上と個性的で活力ある地域社会を構築できるよう、この計画に沿って行政改革をなお一層推進してまいります。
　さて、昨年は当町におきまして将来の町行財政運営を左右する大きな事業として、森林セラピー事業のグランドオープン、水道事業の都営一元化の基本協定の締結、そして下水道事業の一部供用を開始することができましたので、これらの事業の進捗状況につきましてご説明をさせていただきます。
　まず、森林セラピー事業につきましては、平成21年４月22日にグランドオープンしてからこの１月末までに、41回のイベントや定期ツアーなどを開催し、参加者は延べ1,086人に及んでおり、うち684人もの宿泊者があったことから、新たな需要の掘り起こしにより、既に観光業へは宿泊や食事の提供など直接的な効果があったと考えております。また、この３月には、さらに２回開催する計画でございます。

　このうち、東京都職員共済組合や教育庁福利厚生部を通じ、都職員を対象にセラピー事業を行なった際のアンケートにおいても、非常に評価が高かったことから、来年度以降も引き続き多くの東京都職員の参加を得られるような事業を計画していきたいと考えております。
また、今後この事業を広く都市住民にＰＲし、浸透してまいりますと、ますます参加者も増えていくことが予想されることから、参加料をいただき実施する事業として拡大していくためには、町の組織の一部では難しく、旅行業法に基づく「旅行業務 取扱管理者」の資格を有する職員を配した専門組織として、平成22年度には新たに推進母体となる法人の設立を計画しております。

　今後、この事業が観光業のみならず、農林水産業、住民皆様の保健事業といった様々な分野の事業との連携により、町全体に波及効果をもたらし、地域振興の観点から町の活性化につながることを大いに期待し、着実に推進してまいります。
　次に、水道事業の都営一元化の進捗状況と今後の町財政面への影響についてでございます。
　昨年の５月13日には石原東京都知事を町にお迎えし締結した、「東京都の水道事業に奥多摩町の水道事業を統合することに関する基本協定」により、一元化の実現が確定したところですが、その後、７月14日に引継資産等の内容を明らかにした「細目協定」を締結以来、現在まで都営水道一元化に向けた具体的な事務作業の調整を進めてまいりました。

　このたびの水道事業の都営一元化の実現については、平成11年度に実施した「奥多摩町の水道事業に係る基礎調査」において、東京都へ引継可能な最低限の施設整備の水準に要する費用が55億円と算出されていましたが、この経費負担をどうするのか、ということが最大の問題でありました。東京都では水道局、総務局、財務局、知事本局の４局協議の結果、最終的にはこの55億円の約２分の１、28億円は東京都水道局が負担し、残り約27億円は町が負担するということになりました。この町の負担額27億円のうち24億円は､東京都の一般会計から水源対策費として、平成21年度一括支出していただけるということになり、最終的には残り３億円を町が負担するということで､今回、一元化が実現されることになったものであります。

　町が負担する３億円につきましては、東京都との協議の結果、平成22年度から３年間をかけて毎年度１億円ずつ支払っていく計画であります。

　さらに、この負担金については、今後、東京都に対し町の厳しい財政事情を訴え、東京都総合交付金の充当を要望していく考えであります。
　水道事業の都営一元化によるメリットについて申し上げますと、町財政と住民サービス向上の両方がありますが、まず財政面では施設整備の都並みへのレベルアップに要する費用55億円と、今まで施設整備に要した起債の平成20年度末の未償還額が約７億2,000万円、毎年、一般会計から水道会計への繰出金が約6,000万円あることから、今後10年間の水道事業に要する費用の総額は、およそ68億2,000万円に及ぶと想定され、これを町の負担３億円で都営水道として運営していただくという内容でありますので、当町にとりましては将来負担の軽減が大幅に図られることから、大きなメリットがあると考えております。
　次に、住民サービスの向上については、施設整備水準が東京都並みに向上すること、水質の管理や事故及び災害時等の対応体制の強化もされるため、安全で安心して飲める質の高い水道水が安定的に供給されるようになること、支払金融機関につきましても、都内にあるほぼすべての金融機関に拡大されること、コンビニエンスストアや多摩地区にある12か所のサービスステーションでの支払が可能となること、また、各種クレッジットカードの利用が可能となること等多くのメリットがあります。

　水道料金につきましては現在とほぼ同水準ですが、口座振替割引制度を活用した場合は、若干ではありますが現行より安くなります。
　水道の使用開始・中止等の申込み及び漏水修繕等の各種問い合わせは、電話により多摩お客さまセンターで受け付けますが、都内23区26市町内での開始・中止及び口座振替の継続手続きが一度でできるワンストップサービスやインターネットによる受付も利用可能となります。この一元化に関する住民皆様への周知については、既に町広報紙や東京都広報等でその内容をお知らせしてまいりましたが、今後も東京都と連携して住民皆様が混乱しないようさらに周知に努めてまいります。

　次に３点目として､奥多摩処理区公共下水道事業の進捗状況と今後の予定でございますが、昨年７月27日、川井地区と古里地区の一部地域で供用開始となったことに伴い、この２月までの下水道の接続工事の状況につきましては、川井地区で対象の175世帯中54世帯、小丹波地区で同136世帯中42世帯、合計で331世帯中96世帯、接続率30.9％となっております。この他に事業所14件が既に接続済であります。さらに現在、接続工事を行っているところもあり、生活館など町施設も工事を発注していることから、接続も順調に進んでいると考えております。
　また、平成22年度には、棚沢地区西川沿いの４ｈａと梅沢・丹三郎地区の16ｈａを対象に、菅きよの埋設やマンホールの設置などの面整備を行います。更に、平成23年度以降の整備を進めるため、新たに下水道認可の変更申請を行う予定でございます。

次に、町を取巻く国・都の行財政環境についてでありますが、 昨今の日本経済の情勢につきましては、内外の在庫調整の進展や海外経済の持ち直しに伴う輸出の増加などから、平成20年度末を底に回復を続けております。実質ＧＤＰは平成20年度を通してマイナス成長を続けましたが、平成21年４－６月期に前期比0.7％（年率2.7％）と５四半期ぶりのプラス成長となった後、７－９月期も前期比0.3％（年率1.3％）とプラス成長を確保いたしました。しかし、成長のほとんどが外需の寄与によるもので､国内需要は平成21年度に入っても減少を続けております。
民間消費は定額給付金、エコカー減税などの政策効果から増加しているものの、住宅投資、設備投資の落ち込みがそれを上回っており、民需中心の自律回復には程遠い形となっております。
　このような中、昨年９月に発足した鳩山連立内閣では、予算編成方針において、「日本経済の直近の動向を見ると、景気は持ち直してきているが、高い失業率や下落傾向にある物価水準など依然として情勢は厳しい。先行きも、雇用環境の一層の悪化や円高、デフレによる景気抑制圧力の拡大、財政悪化に伴う長期金利の上昇などの懸念材料が存在し、予断を許さない。こうした中で国民は、日々の生活に不安を抱え、将来不安はますます増大している。中長期的には、日本社会は人ロ減少と超高齢化が同時に進行するという人類史上類例のない事態を迎えているほか、地球温暖化をはじめとした人類の生存に関わる地球規模の脅威にも直面している。 このような状況の下、歴史的な政権交代を経て誕生した新政権が編成する初めての予算においては、右肩上がりの経済成長の前提のもとでの旧来型の資源配分や行政手法を転換し、経済社会の構造や重視すべき価値を変え、国民生活に安心と活力をもたらす第一歩を踏みだすものとすることが必要である」としたうえで、予算編成の基本理念を「コンクリートから人へ｣､｢新しい公共｣､｢未来への責任｣､｢地域主権｣、「経済成長と財政規律の両立｣、の５つに定めています。
　そして、今後の経済運営に当たっては、「国民の暮らしに直結する名目の経済指標を重視するとともに、デフレの克服に向けて日本銀行と一体となって強力かつ総合的な取組を行う。また、平成21年度第２次補正予算と平成22年度予算を一体として切れ目なく執行することにより、景気が再び落ち込むことを回避し、着実に回復させるとともに、将来の安定的な成長につながる予算としていく。これにより、民需は底堅く推移し、自律的な成長軌道に向けて、景気は緩やかに回復していくものとみられる」 としております。

　この方針に沿って、昨年12月25日に平成22年度政府予算案が閣議決定され、１月18日に開会された第174通常国会で現在審議されておりますが、一般会計の予算規模を92兆2,992億円、前年度に比較し３兆7,512億円（4.2％）増と過去最大の予算規模となっております。この予算においては、重点分野を子育て、雇用、環境、科学・技術、マニュフェストの責任ある実施におくとしております。

　 歳入面では、租税等の収入は前年度に比較し８兆7,070億円（△18.9％）減の37兆3,960億円を見込み、これに対し、公債費44兆3,030億円、前年度に比較し11兆90億円（33.1％）の増、公債依存度も48.0％（21年度 37.6％）に達しており、公債費が税収を上回るのは昭和21年以来のことであります。その他の収入も10兆6,002億円、前年度に比較し１兆4,492億円（15.8％）の大幅増となっております。その他収入の財源は、財政投融資特別会計からの受入れ（４兆7,752億円)、外国為替資金特別会計からの受入れ（２兆8,507億円）等が主なものとなっております。

　歳出面では、一般歳出を53兆4,542億円、前年度に比較し１兆7,233億円（3.3％）の増としておりますが、この中で社会保障関係費が27兆2,686億円、前年度に比較し2兆4,342億円（9.8％）の増、文教及び科学振興費が５兆5,860億円、前年度に比較し2,756億円（5.2％）増が大きな伸びとなっております。一方、公共事業費が５兆7,731億円、前年度に比較し１兆2,970億円（18.3％）の大幅な減となっております。

　また、当町の歳入の22.7％（平成22年度当初予算案）を占める地方交付税の総額は、出ロベースで前年度比１兆733億円（6.8％）増の16兆8,935億円と景気後退で交付税原資となる国税５税が大幅に減る中、地域主権を進める観点から、約1.1兆円増と平成11年以降11年ぶりに１兆円規模の増額となりました。財源不足を埋めるための臨時財政対策債は、49.7％増の７兆7,069億円、実質交付税総額は17.3％増の24兆6,004億円と、過去最大額になりました。

　この増額分1.1兆円は既定の加算とは別枠で措置されるもので、新たに地域活性化・雇用等臨時特例費として、当面の地方単独事業等の実施に必要な歳出9,850億円を計上し、地域のニーズに適切に応えられるよう活用するとしております。

　次に、東京都の財政状況についてでございますが、平成22年度の東京都予算原案は､去る１月22日に発表されましたが、２月24日に開会した平成22年第１回東京都議会定例会に提案され､現在審議中であります。

　東京都では予算の編成方針を、「大幅な税収減に直面し、今後も厳しい財政環境が想定される中にあって、都財政の健全性を堅持するとともに、東京の『現在』と『将来』に対して、今日、都が為すべき役割を積極的に果たす予算」と位置づけ、１として大幅な税収減の中で、都民の雇用や生活への不安に対応する取組、重要な諸課題に対して国を先導する都独自の戦略的な取組、東京の将来を切り拓く活力創造に向けた取組を着実に進めることで、今日、都が為すべき役割をしっかりと果たす。２として、今後しばらく厳しい財政環境が続くことが想定される中にあって、将来にわたり、継続的・安定的に都政の役割を果たし得る強固な財政力を確保することを基本に編成をしております。
　これに基づき、一般会計の予算規模は、前年度に比べて5.1％減の６兆2,640億円で、２年連続の減となりました。都税は４兆1,514億円、前年度に比べて6,063億円（△12.7％）の減で、２年連続２ケタの大幅な減となりました。繰入金は、財源として活用可能な基金や国の経済対策に関連する基金を活用したことなどにより、前年度に比べて32.9％の増となりました。また､都債も必要な施策の財源確保のため積極的に活用した結果、前年度に比べて27.9％の増となりました。

　こうした中、都民の暮らしや市町村への支援などの政策的経費である一般歳出は、これまで培ってきた財政の対応力を活用し、都政が為すべき役割をしっかりと果たした結果、前年度に比べて1.9％増の4兆6,289億円となり、５年連続の増となっております。このうち投資的経費は、都市基盤の整備などを着実に進めることにより、前年度に比べて3.7％増の8,055億円と６年連続の増加となりました。

　予算のポイントでは、まず都民の雇用や生活への不安に対応するための取組として、公共事業を活用した中小企業の支援や雇用の創出に1,236億円、雇用確保に向けた総合対策の実施に401億円、中小企業への金融支援の充実に3,360億円、また国を先導する都独自の戦略的な取組として、少子化打破に向けた先駆的な取組の推進に347億円、世界で最も環境負荷の少ない先進的な環境都市の実現に391億円、さらに、東京の将来を切り拓く活力創造に向けた取組として、都市インフラの整備に2,516億円、公共施設の耐震化231億円などを盛り込んでおります。
　このうち、当町の一般会計予算（案）における歳入の40.3％を占める都支出金の動向は、町の財政運営に極めて大きな影響を与えます。とりわけ大きな割合を占めるものは、総務局が所管する市町村総合交付金であります。この交付金は市町村に対する総合的な財政支援を行い、市町村行財政基盤の安定、強化及び多摩・島しょ地域の一層の振興を図ることを目的とするもので、税収が大幅に減少する平成22年度にあっても435億円、大きく伸びた前年度からさらに10億円増となっております。これは、市町村が引き続き厳しい財政状況におかれていることから、多摩・島しょ地域の振興及び市町村の自主性・自立性の向上のためには市町村総合交付金による支援が不可欠であるとの判断からから伸びたものであります。
　この交付金は、当町財政運営の根幹を支えるものでありますので、今後も予算の確保と増額について東京都町村会等あらゆる機会を通じて、強力に要望してまいりたいと考えております。
次に、平成22年度町予算の基本的考え方でございます。
　このような社会経済状況のなか、町財政においても税収の伸びが期待できないこと、地方交付税改革が進み、今後も地方交付税の減額が予想されること、積立基金から取崩しを見込んだ運営が厳しくなってきていること、実質公債費比率が基準値を超えていることにより起債を活用した事業を制限すること、国・都に財源を依存している割合が依然として高いことなどを考慮すると、平成22年度の財政環境も極めて厳しい状況にあると言えます。

　しかしながら、第４期長期総合計画「森（しん）世紀計画」を推進するため、行政改革大綱に基づき事務事業評価システムの推進を図り、事業の見直し等、個々の事業についてスクラップ・アンド・ビルドを徹底し、歳出全般の効率化を図るとともに、予算の執行については関係法令等に則り適正に行い、引き続き限られた財源をより一層重点的、効率的に配分するなど、職員一人ひとりが行財政改革の必要性を改めて認識し 一丸となって取り組み、住民福祉の向上と個性的で活力ある地域社会の構築を図っていく必要があります。

　平成22年度予算は、以上のような基本的考え方に立って、

　１　社会経済情勢の急速な変化を十分に見据え、限りある財源を重点的、効率的に配分して住民に密接した重点施策を推進し、長期総合計画「森世紀計画」の実現を目指す。
　２　事務事業評価の実施、財政改革の推進、組織・機構の見直しなど行財政全般にわたる改革を実施し、身の丈にあった健全な行財政運営を推進する。
　ことを基本に編成をいたしました。
次に、平成22年度の主要な事業でありますが、奥多摩町の中で行われる東京都の事業から申し上げます。
東京都建設局所管では､平成18年５月に起きた境地内国道411号線山側土留め石積崩落事故現場につきましては､平成20年・21年度に改良工事が進み、引き続き道路拡幅工事を計画しております。また、多摩川南岸道路は、海沢地内道路改修工事が完成した他、城山トンネル及び住安戸地区の用地買収がほぼ完了し、城山トンネルの工事に着手する予定であります。城山トンネルの入ロに位置する（仮称）新一付橋の橋台工事に着手いたします。この多摩川南岸道路の整備は、災害時の孤立化対策上からも早期に全線開通するよう引き続き強く要望してまいります。また、砂防事業では、水根沢及び塩の沢の砂防事業を継続して実施いたします。
　産業労働局所管では、多摩の森林再生事業や総合的花粉症対策等を実施いたします。都内で3.5人に1人が花粉症と言われているように花粉の発生が大きな社会的な問題となっている花粉症について、根本的治療法の開発・普及やスギ林の伐採など重層的な取組を行うことで、花粉症患者の大幅な減少を図るとともに、林業の再生や森林機能の回復・向上を促進する事業を行います。

　このうち、平成18年度から10か年計画で花粉の量を20％削減することを目標に、花粉発生源対策事業として花粉の少ない森づくりに取り組んでおります。この事業は、主伐を実施し、花粉の少ないスギ等を植林するとともに､伐採した多摩産材の利用拡大を図るものであります。これに加え、間伐や強度の枝打ち、小面積の伐採と広葉樹植栽により、針広混交林化を促進し、花粉の少ない森づくりに取り組みます。

　また、シカ被害対策では、多摩の裸山のみどり復活プロジェクトとして、裸山化し崩壊の恐れのある箇所に対して緊急に治山、砂防工事や植林など総合的な対策を図るとともに、「第２期東京都シカ保護管理計画」に基づき、裸山を引き起こす原因であるシカを隣接県と連携して捕獲するなど、総合的な対策を実施いたします。
　林道の整備では、梅沢・寸庭線及び越沢線林道開設工事を予定しております。
　水道局所管では、都営水道一元化の実施に伴い、本年度から順次、町内の水道施設のレベルアップとして、浄水施設の膜ろ過処理技術の導入や、老朽化した施設の計画的な更新を行うなど、施設整備を着実に進めます。
　また、平成20年度から奥多摩湖の魅力を高めるため、色彩豊かな水辺環境の保全と再生への取り組みとして開始した、湖周辺の桜景観保全事業も平成24年度まで継続して行います。

　また、都民の水がめである奥多摩湖の上流域の民有林では、長期にわたる林業不振の影響などにより、荒廃の進んだ森林が増えていることから、新規事業として「民有林のモデル購入事業」を行います。
　この事業は将来にわたって水源地域を良好な状態で保全し、水道水源林の機能を最大限発揮できるようにしていくため、荒廃した民有林を購入する事業で、町といたしましてもその成果に大いに期待しております。
　次に、奥多摩町の平成22年度予算の重点施策でありますが、「第４期　奥多摩町長期総合計画」の施策の大綱に沿ってご説明を申し上げます。

生涯を健康で楽しく豊かにささえあうまちづくりの中で、住民参加（協働）の健康管理意識の高揚では、医療制度改正により、健康診査の実施とその結果に基づく保健指導が義務付けられ、今後は一層の各種健康診査、定期予防接種等の検診や相談を充実し、さらなる健康の自己管理意識の啓発に努めるとともに、検診受診の重要性を周知し、生活習慣病等の発生の防止を図ります。新たな支援事業として、女性特有のがん検診の受診を推進するため、特定の年齢者を対象に無料クーポン券を配布する事業や、65歳以上の高齢者を対象に肺炎球菌ワクチン接種に際し、１回当たり3,000円を限度に助成を行います。

高齢者が住み慣れた地域の中でできる限り生活し続けられるように、介護予防事業の内容を類似事業との調整を図りながら拡充するとともに、保健師・栄養士の確保による訪問体制を充実いたします。また、奥多摩病院改革プランに基づき、病院の経営改善や地域医療体制の充実を図ります。新たな事業として、遠隔予防医療相談事業を町事業として実施いたします。奥多摩病院の病棟ナースコールの改修等を行い、施設の充実を図ります。
世代をこえて楽しめる風土づくりでは、元気な高齢者を増やすため、高齢者が生きがいを持った就業や社会活動への参加の場を確保するため、シルバー人材センター、老人クラブ等への支援を行うとともに、シルバーボランティア組織づくりを推進いたします。
まちぐるみでささえあう福祉の推進では、すべての町民が住みなれた地域で健康で安心して暮していけるように、在宅福祉サービスの充実や地域保健福祉計画に沿って、保健福祉施策を総合的、計画的に推進いたします。そのため、在宅サービスセンターに機械浴浴槽を設置いたします。また、町民参加による地域福祉社会づくりを推進し、民間団体等の人材の発掘、育成を図るとともに、高齢者や障がい者にやさしい生活環境を形成するための整備を進めます。
児童福祉の充実では､社会･経済情勢や子どもを取り巻く環境の変化、町の子育て支援に係る課題に迅速に対応していくために策定した次世代育成支援行動計画に基づき、すべての子どもが健やかに成長できるよう、家庭、地域、保育施設、学校、行政などが、それぞれの役割を認識し、協働しながら新しい子育て支援社会を構築していけるように努めます｡
　子育てに係わるさまざまなニーズに対応し、地域や家庭において子育てしやすい環境を整備するため、総合的な少子化対策を推進いたします。
　新たな町独自の事業として、多子家庭世帯等高校生通学援助事業のレベルアップとして、今まで子どもが３人以上いる世帯の高校生の通学定期代２分の１を助成していたものを、全額することに加え、２人以上の世帯につきましても定期代の２分の１を支給いたします。また、ヒブワクチン予防接種費用２分１の3,000円の助成､小中学生給食費２分の１の助成、入学進学助成事業として小学校入学時２万円、中学校入学時４万円、高校入学時５万円の支給を実施いたします。

　また、新たな子育て支援施設の整備として、地域活性化・経済対策臨時交付金を活用して児童福祉施設を古里地区に整備いたします。
　一方、従来から実施しているインフルエンザ予防接種の助成、ファミリーサポートセンター事業の年間10時間分の無料利用券の配布、保育園の２子目以降の保育料の全額助成、学童保育の育成料の３子目以降の助成、産後健康診査費用の定額5,000円の助成、共働き世帯の支援として、学童保育の開所時間の繰上げ、ひとり親・多子家庭ごみ手数料及び水道使用料基本料金の助成､公共交通不通時支援事業等の施策、保育所運営事業や子ども家庭支援センター事業、乳幼児や中学３年生までの児童・生徒に対する医療費の助成等を引き続き行うとともに、本年から新たに子ども手当１人あたり毎月１万円の支給がなされます。子ども手当をはじめ、子どもを産み育てやすい環境の整備をより一層推進することで、子育て世代の人ロ流出を防ぐとともに、出生者数の増加を図ります。
　また、これら町独自の子育て支援制度をより多くの子育て世代の方がたに知っていただくために、少子化対策啓発普及リーフレットの作成や、町ホームページの活用などにより事業の普及を図ってまいります。
障がい者（児）福祉の充実では、タクシー乗車料金等助成事業、重度身体障害者等緊急通報システム事業、日常生活用具給付事業等在宅福祉サービスの充実に努め、障がい者が住民の理解と協力のもとに地域の一員として生き生きと暮らしていけるよう、在宅障がい者の自立と社会参加を促進してまいります。
　また、精神障害者共同作業所補助事業や障害者自立支援法に基づく事業として、福祉会館に交流スペースを整備するとともに、地域活動支援センターの機能強化事業等を実施し、障がい者の創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を図ります。
高齢者福祉の充実では、在宅高齢者が自立して穏やかで安全に暮らし続けられるよう、平成21年度に制度を創設した「高齢者在宅生活支援助成金支援事業」や特定高齢者介護予防訪問サービスにより、低所得高齢者のうち居宅で生活する方の生活の支援を行なうことで、経済負担の軽減を図り、在宅での生活の継続を支援してまいります。

　また、福祉モノレール整備や人にやさしい道づくり整備、高齢者世帯のごみ手数料の減額を行なうとともに、高齢者外出支援サービス事業や高齢者自立支援住宅改修給付事業、高齢者福祉地域支援事業、高齢者緊急通報システム事業等を推進いたします。
介護保険事業、国民健康保険事業、後期高齢者医療制度の健全な運営を図り、生涯を安心して暮らすための制度を推進いたします。
次に、奥多摩○ごと元気、自然とともによみがえる環境では、ごみの資源化、減量化、公害対策に努めるとともに、ごみのないきれいなまちづくりを進めるため、ごみ収納庫や不法投棄防止のための看板の設置、リサイクル活動の推進、クリーンセンターの良好な維持管理を行い、地域特性を活かした環境づくりを推進いたします。
住民の方がたの葬儀に際し、ご家族の負担を軽減するため、引き続き火葬場利用料に対する補助を継続いたします。
次に、豊かな人情かよう町では、若者の定住化と人ロ流出防止を図り、地域の活性化を推進するため、新たな若者定住対策として、「海沢若者住宅｣の入居を開始するとともに、若者等の定住を応援するための措置を講じる「若者定住応援条例」を施行いたします。
　その他施策として、定住を促進するため住宅地への道路整備、宅地の分譲、空き家の活用として新たに空き家バンク事業を行い、定住化の促進を一層推進してまいります。住環境の整備として引き続き日照確保対策事業を行い、より快適な住環境を提供してまいります。
水道事業では、長年の懸案事項である都営一元化が実現いたしますが、町の協力体制として、事業の移行に伴い円滑な管理が行えるよう、平成22年度から町職員２名を東京都水道局に派遣します。さらには、施設管理を行なう東京都水道局へ役場庁舎の地下２階、水道課フロアを事務スペースとして提供いたします。

　また、今後も引き続き町で運営していく簡易水道５施設については、安全・安定供給のための現有施設の良好な維持管理に努めてまいります。
下水道事業では、早期に全町水洗化を実現するため、奥多摩処理区公共下水道事業や市町村設置型浄化槽整備事業を計画的に推進してまいります。公共下水道の整備については、棚沢地区と梅沢・丹三郎地区を対象に延長6,992ｍの管渠敷設等の工事を行います｡新たな供用開始区域の拡大につきましては、小丹波地区で残っていた西部地区及び寸庭地区の供用開始を本年４月１日に予定しております。

　また、平成18年度より10か年計画でスタートした整備事業が、第１期５か年分の計画区域の整備完了に伴い、第２期整備区域として平成23年度以降に整備を計画している白丸より上流の地域と大丹波地区について、認可申請を行います。

　一方、これと並行して実施している市町村設置型浄化槽整備事業については、海沢大加・上坂地区に22基を整備するとともに、既に共用を開始している小河内処理区公共下水道施設や日原・大沢など町で設置した浄化槽の良好な維持管理を図り、生活環境の改善と公共水域の水質保全に努めてまいります。

次に、人情かよわせ暮らしの安全対策では、自主防災組織づくりの推進、消火栓や消防ホース格納箱の整備、耐震性防火水槽２基、小型動力ポンプ、指揮車、小型動力ポンプ付積載車各１台など消防設備の整備を推進するとともに、引き続き震災時の家具の転倒による人的被害を最小限に抑えるため、全町民を対象に家具転倒防止器具等の支給事業を行い、総合的な防災体制の推進を図ってまいります。
また、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防災対策の推進に関する法律」の規定に基づき、地域防災計画に警戒区域ごとに警戒避難体制に関する事項を定めるため、地域防災計画の修正、土砂災害ハザードマップを作成いたします。
機能的な道路建設の推進では、町道の新設として松葉穴沢線や八桑北線、坂下中央線、杣入下線の４路線の整備を実施いたします。
安全で快適な環境づくりに配慮した道路改良の推進では、日向人道橋の下部工事、杣入下線、中野上線、奥水根線、日向日影線の改良工事、境桧村線落石防止網設置工事、寸庭地内朱線の改良工事、北氷川橋をはじめ３橋の高欄塗装工事、道路反射鏡の設置工事等を行い、安全安心な道路・橋梁の整備を推進いたします。
次に、豊かな自然に育まれるまちづくり、自然から学ぶ奥多摩っ子の育成では、次代を担う子どもたちのため、現在、実施している小・中学校等の連携を推進し、小・中一貫教育並びに小・中一貫校の検討を行い、より良い教育の実現を目指してまいります。

基礎学力を育む教育の推進や部活動の参画機会の拡大として、新たな学習指導要領の施行に伴い､小学校低学年からの外国語教育の実施や５・６年生を対象とした交流学習等を行なってまいります。また、国際理解教育講師派遣・基礎学力を育む学校交付金事業を継続実施し、各学校の個性化・活性化を図り、児童・生徒の基礎学力向上を図ってまいります。

自然を通じた教育の推進として、総合的な学習の時間、体験学習等により町の自然、自然体験施設を活用した教育を進め、地域に根ざした特色ある学校教育を推進いたします。
学校施設の整備につきましては、小学校２校の放送設備改良、古里小学校の排水設備等接続、氷川小学校プール補修、古里中学校校舎外壁等改修、氷川中学校菜園整備等の工事や古里中学校生徒食堂にテーブルとイスの整備を行い、子どもたちが安全で充実した学校生活を過ごせるよう、教育環境の向上を図ってまいります。
　次に、地域と人材を活かした共育でありますが、幼児教育の支援では、子ども英会話教室、親子ふれあい体操教室などにより幼児教育、子育てしやすい環境の確保を図ります。家庭教育に関する情報の提供を図り、家庭教育を推進するための講座を実施いたします。親を対象とした教育機会の充実として、親子芸術鑑賞事業、人形劇公演鑑賞事業を行い、幼児教育の支援を図ってまいります。
生涯学習、生涯スポーツの推進については、英会話教室、中国語教室をはじめ生涯学習講演会を開催し、学びの機会を提供するとともに、学校開放の推進、社会体育施設の有効利用を推進いたします。また地域指導者の確保と育成、発掘、登録制度を推進するとともに、気軽にできる地域スポーツの環境づくりを行います。また体育協会、青少年スポーツ団体などの活動支援を行います。施設の整備では、文化会館の視聴覚室放送設備や美術工芸室の改修を行います。
青少年の育成では、洋上セミナーの実施、小学生スキー教室を開催するとともに、放課後子供教室よる異世代間の交流、講演会の開催などを通じて青少年の健全育成を推進いたします。
国際交流事業の推進では、中学生の海外派遣事業を実施するとともに、外国文化の受入態勢、語学教育の充実を図ります。また国際交流を行なっている「中国淳安県」との交流事業として、中国淳安県訪問団派遣事業を実施いたします。
人々の交流促進につきましては、異世代交流や地域間での交流を通じ地域の活性化を図るとともに、結婚対策事業の推進として３か町村若者交流事業を隣接自治体との共同により実施いたします。平成21年度はこの事業を２回行い、述べ78名が参加し、この中で新たにお付き合いを始めたカップルも複数あり、この事業が縁で昨年秋に結婚をされた方もおります。大変喜ばしいことであると同時に、今後もこの事業をより充実させていただきたいと思っております。

次に、おくたま文化の公開と活用でありますが、町の自然や文化財の保護に努めるため、水と緑のふれあい館や青目立不動尊お休み処を活用して、国指定民俗文化財である小河内地域の生活民具等の展示を行います。地域文化や芸術の振興を図るため、美術館、森林館の運営を行なうとともに、教育文化活動奨励金や文化団体連盟への補助を行い、教育文化活動の支援に努めます。
次に、体験と交流のまちづくり「どうよ山の暮らし」、新たな観光戦略の展開・推進では、奥多摩町観光ビジョンに基づく観光振興のあり方や振興施策を踏まえ、今後、観光振興を一層推進いたします。

観光資源の活用と充実を図るため、登山者より要望の多い川乗山登山口周辺へ水力発電を利用した公衆トイレの整備、また各所に観光案内板を設置いたします。新規に木質バイオマス活用促進事業として、二酸化炭素の排出を抑制するため、もえぎの湯の灯油ボイラーを環境に配慮した木質バイオマスボイラーに変更する設計を行うとともに、水中エアレータ交換工事を行います。また、老朽化している鳩ノ巣荘の今後の利用計画に関する調査を実施いたします。

　交流観光の推進として、昨年度作成した山里歩き絵図は、自治会毎に地域固有の自然や歴史、文化を紹介するもので、観光客からの人気も高く、今後も散策する観光を積極的に推進するとともに、釣場をはじめとする多くの指定管理者制度による施設を活用し、滞在型交流観光を推進いたします。また、グリーンツーリズム事業の推進として、海沢地域を中心とした体験農園の管理運営を、地元地域と協働して充実してまいります。

交流観光イベントの推進として、奥多摩ふれあいまつり・奥多摩セラピーウォークなどを実施いたします。

　経済低迷による雇用状況が一層厳しさを増す中、短期的な雇用の確保を図るため緊急雇用創出事業として、町道の清掃美化事業を行なうとともに､商工業事業者の支援を図るため､小口事業資金融資制度を活かし、運転資金及び設備資金融資のあっ旋を行います。

次に、森林を核とした地域産業の創造・推進でありますが、森林環境の整備と森林資源の活用、森林資源の循環型産業の育成を図り、環境と融和した林業の創造を目指してまいります。森林づくりの推進として、多摩の森林再生事業及び花粉症発生源対策事業を継続して推進いたします。森林セラピー事業では、事業化に向けて新たに法人組織の設立を進めるとともに、そのための事務所の設置、ガイド養成講習会やＰＲツアーの開催、パンフレット・ポスターの作成を行い、町の特性である豊かな森林環境を基軸とした総合的な地域振興を推進いたします。
林道の整備では西川線林道開設、君平線や熊沢線林道改良工事を行なうとともに、応急治山工事を行います。
地場産業の振興では、東京都山村地域農林業振興事業として、ワサビ田モノレールを1,000ｍ設置いたします｡また､後継者育成対策として｢奥多摩わさび塾」事業を継続して行ってまいります。
獣害対策の強化では、シカ緊急捕獲事業、ワサビ田防護網設置事業、緊急裸山対策事業、シカ被害跡地復旧造林事業、警戒システムの整備を継続するとともに、一時養鹿施設と食肉処理加工施設と連携させ、シカ肉の安定供給に努めます。また、水産業の振興として、平石養魚池滅菌施設の整備を行います。

次に、自立してともに生きるまちづくり、時代に即応した新たな住民自治の創出でありますが、若者の定住促進のための施策として、「若者定住応援条例」を施行いたしますとともに、優良な宅地分譲の推進、空き家の活用を推進し、総合的な若者定住対策を行います。また住民の身近な移動手段であるバス路線の確保とＪＲ青梅線の利便性の向上など公共交通機関の充実に努めてまいります。
窓口サービスの充実では、より良い接客態度の習得を図るため接遇研修を実施し、職員の資質の向上を図るとともに、受付窓口の簡素化・効率性の向上に努めます。
各地域の自主的なコミュニティ活動の活性化を推進するため、小丹波寸庭地区の集会施設の改修を行うとともに、住民皆様が自ら考え実施する「町の活性化」や、「交流人口の増大」などに役立つ活動を応援していくため、住民提案型のまちづくり支援制度として、「身近なまちづくり推進事業」を継続して実施し、地域の活性化を図ってまいります。
次に、活力ある行政運営でありますが、新たに策定した平成22年度を初年度とする５か年の「第３次奥多摩町行政改革大綱及び実施計画」に基づき、引き続き「しごとの改革｣、「ひとの改革｣、「しくみの改革」の３つを基本的な柱とし、この３つの柱が連携することでより質の高い行政運営と行政サービスの充実・向上を目指してまいります。また、その内容を毎年公表し、行政情報の提供と透明性の確保を推進いたします。

　今後の役場組織については、地方分権に伴う基礎的自治体の役割の増大や住民ニーズの多様化に対応して、簡素で効率的な行政組織を構築するため、組織機構の見直し、職員定数の見直しを行なうとともに、住民との協働を推進してまいります。
次に、身の丈にあった健全な財政運営でありますが、地方交付税の方向が見えない中で、身の丈にあった財政運営を行うため、行政の守備範囲を明確にした上で公平・公正を担保しつつ、歳入歳出の一層の見直しを図り、健全で効率的･効果的な財政運営を図ります。
次に、平成22年度の予算案でございます。

　平成22年度の予算規模は、一般会計総額55億9,000万円で前年度に比較し500万円(△0.1％)の減となっております｡歳入の主な増減は、町税3,399万円7,000円（△3.7％）の減、地方交付税7,000万円（5.8％）の増、国庫支出金6,789万1,000円（55.6％）の増、自動車取得税交付金1,464万9,000円（△54.0％）の減、財産収入2,019万8,000円（117.2％）の増、繰入金7,260万円（△36.2％）の減などであります。

一般会計の歳出の主な事業としては、日向人道橋の設置、町道や林道の新設・改良、生活館の改修工事、また少子化対策の充実や森林セラピー事業を推進いたします。また、奥多摩処理区公共下水道の供用区域の拡大に伴い、この地域にある生活館、公衆トイレ等公共施設の排水を下水道へ接続するための工事を予定しております。東京都からの受託である花粉症発生源対策事業、多摩の森林再生事業、シカ被害跡地造林事業など森林整備事業も引き続き推進してまいります。
　主な繰出金につきましては、介護保険特別会計へ１億3,773万円を、後期高齢者医療特別会計へ１億1,989万9,000円を、国民健康保険特別会計に6,557万1,000円を、病院事業会計へは9,500万円を、下水道事業会計へは３億4,130万6,000円を繰出しいたします。

　次に、特別会計でございますが、都民の森管理運営事業特別会計総額は、7,200万円で前年度に比較し300万円（4.3％）の増であります。

山のふるさと村管理運営事業特別会計総額は､１億6,100万円で前年度に比較し300万円（1.9％）の増であります。

国民健康保険特別会計総額は、６億8,400万円で前年度に比較し6,400 万円（△8.6％）の減であります。

老人保健特別会計総額は､50万円で前年度に比較し50万円(△50.0％）の減で、後期高齢者医療制度に事業が移管されたことに伴う減が主なものであります。

後期高齢者医療特別会計の総額は、１億8,900万円で前年度に比較し1,700万円（9.9％）の増であります。

介護保険特別会計総額は､７億450万円で前年度に比較し1,450万円(2.1％）の増であります。

下水道事業特別会計総額は､14億800万円で前年度に比較し１億8,000万円（14.7％）の増で、当初の５か年計画の区域をほぼ完了したことに伴い、整備区域の見直をしたことにより、新たに梅沢・丹三郎地区を整備することに伴う増が主なものであります。

　次に企業会計でありますが、病院事業会計は、歳出ベースで５億2,797万9,000円、前年度に比較し1,927万4,000円（△3.5％）の減となっておりますが、ナースコールや施設の改修、テレメータ等の整備を行います。

水道事業会計は、平成22年度から都営一元化となることに伴い皆減となります。

　以上９会計の予算総額は、歳出ベースで93億3,697万9,000円、前年度に比較し２億309万7,000円（△2.1％）の減となっております。引き続き大変厳しい財政環境の中ではありますが、東京都関係局のご理解とご支援により、必要額を見込んだ予算編成となっております。

　なお、一般会計の当初予算性質別内訳の構成比では、物件費23.0％、人件費16.1％、　　 投資的経費13.4％、繰出金15.5％、補助費等11.8％、扶助費9.1％、公債費8.0％、その他3.1％となっており、前年度に比較し、物件費2,360万9,000円（1.9％）の増、扶助費１億2,841万5,000円（33.9％）の増、投資的経費のうち、補助事業費３億9,613万5,000円（△95.0％）の減、単独事業費２億1,894万8,000円（42.8％）の増、公債費6,123万7,000円（△12.1％）の減が特徴として挙げられます。
次に、平成22年第１回奥多摩町議会定例会に提出する案件についてご説明申し上げます。

　議案第１号「奥多摩町生活館条例の一部を改正する条例」は、これまで自治会所有であった南氷川生活館の改修に伴い、生活館が町へ寄付されたことに伴い、南氷川生活館を本条例に追加するものであります。
議案第２号「奥多摩町国民健康保険病院事業の設置に関する条例の一部を改正する条例」は、奥多摩病院の病床利用率の現状から、病床数を見直す必要があり、余裕病床について整理を行い、現在の49床を46床に変更するものです。

議案第３号「奥多摩町学校給食センター設置条例の一部を改正する条例」は、古里地区に新しい学校給食センターが完成することにより、条例における設置位置を変更するものであります。
議案第４号「奥多摩町職員定数条例の一部を改正する条例」は、都営水道一元化の実施に伴い、水道企業職員の廃止を行うため、職員定数条例における「水道企業の職員」７人を減員し、合計定数を「148人」から「141人」に減員するものであります。

議案第５号「非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例」は、町営水道が都営水道に一元化されることに伴い、奥多摩町水道事業運営委員会も廃止されることなど、他の委員会の整理を含め、その委員報酬及び費用弁償の規定を削除するものであります。
議案第６号「奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例」は、町営水道が都営水道に一元化されることに伴い、水道課を廃止するため、経済厚生常任委員会の所管事項から「水道課」を削除するものであります。
議案第７号「奥多摩町川の水をきれいにするための戸別合併処理浄化槽の整備に関する条例の一部を改正する条例」は、町営水道が都営水道に一元化されることに伴い、水道料金の徴収事務も町から東京都に移管されるため、戸別合併処理浄化槽の設置申請者の条件から水道料金の滞納者の規定を削除するものであります。
議案第８号「奥多摩町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」は、労働基準法の一部を改正する法律の施行に伴い、月60時間を超える超過勤務に係る超過勤務手当の支給割合の引き上げを行うもので、併せて町独自で行政職給料表（２）の東京都給料表への移行、地域手当支給率の見直し、期末勤勉手当における役職加算割合の見直し等を行うものであります。

議案第９号「奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例」は、議案第８号の月60時間を超える超過勤務に係る超過勤務手当の支給割合の引き上げに代えて、超過代休時間制度が新設されるために規定を整備するものであります。

議案第10号「奥多摩町日原川流域貯水池対策委員会条例を廃止する条例」は、国の水需要計画の見直しに伴う貯水池計画の変更により、日原川流域の貯水池の計画がなくなったため、条例を廃止するものであります。

議案第11号「東京都後期高齢者医療広域連合と奥多摩町との間における葬祭費の事務委託に関する規約」は、後期高齢者医療給付の葬祭費について、東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例で規定したのち、その事務について広域連合が各区市町村に地方自治法第252条の14の規定に基づく事務の委託を行うこととしたため、議決を求めるものであります。

　議案第12号「東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約」は、後期高齢者医療の保険料の改定にあたり、保険料の軽減に係る経費を、各区市町村の一般財源から分賦金として支弁するための規約の変更について、議決を求めるものであります。

議案第13号から議案第22号までは、平成21年度の一般会計、特別会計、企業会計の全10会計の最終補正予算案であります。

議案第23号から議案第31号までは、平成22年度の一般会計、特別会計、企業会計の全９会計の当初予算案であります。

議案第32号「町道路線の廃止について」及び議案第33号「町道路線の認定について」は、道路法の規定に基づく１路線の廃止及び４路線の認定であります。

議案第34号「奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（デジタルＴＶ）事業請負契約について」及び議案第35号「奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（コンピュータ・ＬＡＮ）事業請負契約について」は、文部科学省所管の学校情報通信技術環境整備事業費補助金により町立小・中学校４校にデジタルテレビ及びコンピュータを整備する請負契約について議決を求めるものであります。

議案第36号から議案第40号までは、「森林活動拠点施設整備工事｣、「奥多摩町学校給食センター建設工事｣、「奥多摩処理区下水道管渠建設工事の３件」以上計５件の工事案件については、契約額等の変更に伴う、工事請負契約の変更について議決を求めるものであります。

　以上、40件と大変多くの案件となっております。また、会期中には「児童福祉施設建設工事請負契約の締結について」及び「奥多摩町監査委員の選任の同意を求めることについて」の案件を追加で提出させていただく予定であります。

　これら具体的な議案の内容につきましては、副町長をはじめ所管の課長からご説明をさせていただきますが、いずれの議案につきましても、奥多摩町の事務事業執行のうえで必要欠くことのできないものでありますので、ご審議の上、ご決定いただきますようお願い申し上げます。
次に、山のふるさと村不適法支出に係る住民訴訟についてであります。
　平成19年７月24日に提訴された住民監査請求に基づく住民訴訟（原告：奥多摩町小丹波101原島秀夫、奥多摩町小丹波516－２髙崎高雄）につきましては、平成20年３月26日、東京地方裁判所において却下の判決がありましたが、原告はこれを不服として東京高等裁判所へ控訴していたもので、平成21年３月31日には棄却の判決が言い渡されました。さらに、原告側はこの判決を不服とし、平成21年４月３日に最高裁判所へ上告し、最高裁判所第３小法廷において審理されてまいりましたが、平成22年１月26日付で同法廷より上告を棄却し､上告審として受理しない旨の判決通知があったことから、住民訴訟につきましてはこの決定をもって裁判が終結いたしました。内容につきましては、広報３月号でお知らせをしているとおりでございます。
次に、山のふるさと村不適法支出に係る損害賠償等請求訴訟についてでございます。
　一審におきまして、町が原告の「損害賠償等請求事件」と奥多摩湖愛護会が町を相手として提訴した「未払金請求事件」及び元収入役が同じく提訴した「名誉毀損による損害賠償請求反訴事件」は、併せて延べ18回に及ぶ審理が行われ、その判決が平成21年３月26日、東京地方裁判所八王子支部においてありました。

　そのうち、町が提訴した「損害賠償等請求事件」につきましては、「元総務課長の遺族、元担当職員に4,018万7,400円及びこれに対する遅延損害金の支払い命令」という町の主張した損害賠償金の判決が言い渡されました。町では、この裁判に勝訴いたしましたが、判決のうち被告の負担割合に不服があることから、平成21年４月８日に東京高等裁判所へ控訴いたしました。

　このほかの「未払金請求事件」及び「名誉設損による損害賠償請求反訴事件」は、一審においていずれも請求を棄却されたことから、それぞれ原告も控訴しております。
　さらには、元総務課長の遺族も一審の「損害賠償等請求事件」の判決を不服として控訴しており、現在、東京高等裁判所において、これら４件の訴訟を１件にまとめ、「未払金請求等控訴事件」として審理が行われております。
　本件に関する住民皆様への情報公開につきましては、既に一審判決は昨年広報４月５日号で、また４月６日には議会全員協議会で判決の内容をご説明させていただき、さらには４月25日発行の広報特集号において経過と判決をお知らせいたしました。

　この事件の一審は非公開での裁判でありましたが、本控訴事件は公開で裁判が行われてまいりました。東京高等裁判所第23民事部において４回の口頭弁論が行われた後、鈴木健太裁判長により和解の方針が示されたことから、これに向けての具体的な話し合いが既に４回行われてまいりました。ここで裁判所から和解の勧告があったため、地方自治法第96条第１項第12号の規定に基づき、議会の議決が必要となることから、議案を調整し、今会期中に追加議案として提出する予定であります。

今後も山のふるさと村関係の訴訟につきましては、新たな変化があった段階で住民皆様には広報等によりその内容をお知らせしてまいりますので、ご理解をいただきますようお願い申し上げます。
終わりに、冒頭申し上げたように、いよいよ今年４月には、長年にわたる町の懸案事項でありました水道事業の都営一元化が実現されます。これも今までご苦労されてきた諸先輩の方がたのご尽力や、東京都知事をはじめ関係局のご理解の賜物と改めて深く感謝するところであります。
　さて､平成22年度は第４期奥多摩町長期総合計画｢森(しん)世紀計画」の後期計画の初年度となります。依然として厳しい社会経済情勢が続き、当町のような小さな自治体の行財政運営は依然として厳しいものがありますが、私はこの長期総合計画や行政改革大綱を町政運営の指針として、住民の健康増進や安全・安心、若者の定住対策、子育て支援を一層推進するとともに、森林セラピーなど町の特性を活かした観光産業の振興、教育環境の整備などを住民皆様と協働して行い、小さな町が一丸となり、「生涯健康で自立してともに生きる奥多摩町」を目指し、将来に向かい誇りのもてる町づくりに粉骨砕身遥進してまいります。
どうか、当町が自助自立して町政運営を行ない、住民皆様が安全・安心に暮らすことができるよう、今後もより一層の努力をしてまいりますので、議員各位並びに住民の皆さま方のより一層のご支援、ご協力を心からお願い申し上げまして、平成22年第１回奥多摩町議会定例会の開会にあたり、私の施政方針とさせていただきます。

○議長（澤本　　章君）　以上で町長のあいさつ及び施政方針表明は終わりました。
　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。
午前12時３分　休憩

午後１時00分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　これより議案審議に入ります。
　日程第６　議案第１号　奥多摩町生活館条例の一部を改正する条例を議題とします。
　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）  議案第１号　奥多摩町生活館条例の一部を改正する条例につきまして、ご説明申し上げます。

　提案の理由でございますが、南氷川生活館の整備に伴い、規定を整備する必要があるためでございます。
　現在の南氷川生活館につきましては、昭和46年に地域で建設されたもので現在まで南氷川自治会が所有しておりましたけれども、施設の老朽化に伴い多額の改修費用が必要なことから自治会より生活館を町に無償譲渡いただき、町の生活館として整備したものでございます。

　新旧対照表の１ページをご覧ください。
　別表第２条関係としまして、表の下段に「南氷川生活館　奥多摩町氷川1,372番地９」を加えるものでございます。

　次に、改正条文の附則でございますが、この条例は公布の日から施行するものでございます。
　ご審議をいただきましてご決定いただきますようお願い申し上げます。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第１号の質疑を行います。
　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第１号の質疑を終結します。
　次に、ただいま上程の議案第１号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第６　議案第１号について、原案に賛成の議員は起立願います。
［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第１号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第７　議案第２号　奥多摩町国民健康保険病院事業の設置に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。
これより提案理由の説明を求めます。病院事務長。
［病院事務長　原島　　肇君　登壇］
○病院事務長（原島　　肇君）　議案第２号　奥多摩町国民健康保険病院事業の設置に関する条例（昭和43年条例第８号）の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明をいたします。

　提案の理由でございます。奥多摩病院の病床数を変更するため、規定を整備する必要があるためでございます。
　新旧対照表の２ページをご覧ください。
（経営の基本）第２条第３項中、一般病床「49床」を「46床」に改正するものでございます。

　附則といたしまして、この条例は、平成22年４月１日から施行するというものでございます。

　内容ですが、奥多摩病院は昭和63年度の病院改築に伴い病床数を49床として運営を行ってまいりました。しかしながら、人口の流出による過疎化の影響を受け年間病床利用率は50％に満たず、国が公立病院改革プランに求める70％の病床利用率から乖離していることから、東京都を通じ指導がありましたため病床の見直しを行い、余裕病床について整理を行うものであります。

　整理についての考え方でございますが、患者さんがご利用しやすいようにすることをふまえ、一つには２床室を個室に変更し、個室の数を増やしながら病床数を減少すること、二つには高度医療を行なう総合病院等での急性期治療を経過した患者さんや在宅、介護施設からの患者さんで急性増悪した患者さんを対象に、在宅復帰を目指した効率的かつ密度の高い医療の提供を行なう亜急性病床を取り入れ、病室の面積基準をクリアするために６床室を４床室に変更し病床を減少することで整理を図ろうとするものです。

23年度までに６床を減少することを目標といたしまして、今回、22年４月より２床室から個室への移行で１部屋１床、亜急性病床の取り入れによる６床室から４床室の移行で１部屋２床、合わせて３床の減少を行うため規定の整備を行うものでございます。

この３床の減少にかかる影響額でございますが、東京都からの補助金で病床基礎額といたしまして292万8,000円、僻地加算分といたしまして51万円、総額で343万8,000円の補助金減となりますが、さらなる経営努力を行なってまいります。

　また、23年度には２床室から個室への移行を３部屋実施し、３床の減少を予定しております。

　以上をもちまして議案第２号の説明を終わります。
　ご審議をいただきましてご決定賜りますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第２号の質疑を行います。
質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。 　以上で議案第２号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第２号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第７　議案第２号について、原案に賛成の議員は起立願います。
［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第２号については原案のとおり可決されました。
　日程第８　議案第３号　奥多摩町学校給食センター設置条例の一部を改正する条例を議題とします。
これより提案理由の説明を求めます。教育課長。
［教育課長　井上　永一君　登壇］
○教育課長（井上　永一君）　議案第３号　奥多摩町学校給食センター設置条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明を申し上げます。
　提案理由でございますが、古里地区に新しい学校給食センターが完成することに伴い、規定を整備する必要があるためでございます。
　改正内容につきましては、改正文もございますが新旧対照表でご説明いたします。新旧対照表３ページをご覧ください。
　第２条中の位置を「奥多摩町氷川951番地」から「「奥多摩町小丹波161番地」に改めるものでございます。

　附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するものでございます。
　現在、建設中の学校給食センターにつきましては工事も順調に進んでおり、建築指導事務所、消防署、保健所等の検査をいただいた後、４月13日から新しい施設で引き続き安全で安心な給食を提供してまいりたいと考えております。　

　以上で提案のご説明を終わります。
　ご審議をいただき、ご決定いただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第３号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第３号の質疑を終結します。
　次に、ただいま上程の議案第３号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第８　議案第３号について、原案に賛成の議員は起立願います。
［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第３号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第９　議案第４号　奥多摩町職員定数条例の一部を改正する条例を議題とします。
　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。
［総務課長　武内　新三君　登壇］
○総務課長（武内　新三君）　議案第４号　奥多摩町職員定数条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明をいたします。
　提案理由でございますが、組織機構の見直しに伴い、規定を整備する必要があるためでございます。
　改正内容につきましては新旧対照表でご説明いたします。新旧対照表４ページをお開きください。
　第２条第１項の改正ですが、町営水道が都営水道に一元化されることに伴いまして、職員定数の水道企業の職員７人を減員し、合計定数を148人から141人に減員するものでございます。
　第２条第２項の改正につきましては、職員定数の定数外とする職員に、公務災害休業、育児休業職員を加える改正となります。
第２条第３項の改正は、復職後の職員定数の取扱規定に、公務災害休業、育児休業職員を加える改正となります。
附則としまして、この条例は平成22年４月１日から施行するものでございます。

　以上で提案理由の説明を終わります。
　ご審議をいただきご決定くださいますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第４号の質疑を行います。

質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第４号の質疑を終結します。
　次に、ただいま上程の議案第４号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第９　議案第４号について、原案に賛成の議員は起立願います。
［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第４号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第10　議案第５号　非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。
［総務課長　武内　新三君　登壇］
○総務課長（武内　新三君）　議案第５号　非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明をいたします。
　提案理由でございますが、奥多摩町水道事業運営委員会設置条例（昭和55年条例第10号）等の廃止に伴い、規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表５ページをお願いいたします。
　別表中、日原川貯水池対策委員会委員長及び同委員の項を削る改正につきましては、国の水事業計画の見直しに伴い、日原川流域の貯水池計画がなくなったため、後ほど提案をさせていただきます関係条例の廃止と併せ、委員報酬を削る改正となります。
　水道事業運営委員会委員長及び同委員の項を削る改正につきましては、水道事業運営委員会設置条例の廃止に伴い委員報酬を削る改正となります。
　農業共済損害評価会会長及び同委員の項を削る改正につきましては、西多摩農業共済事務組合が多摩地域農業共済事務組合に統合されたため委員報酬を削る改正となります。
　附則としまして、この条例は平成22年４月１日から施行するものでございます。

　以上で提案理由の説明を終わります。
　ご審議をいただきご決定くださいますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第５号の質疑を行います。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第５号の質疑を終結します。
　次に、ただいま上程の議案第５号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第10　議案第５について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第５号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第11　議案第６号　奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。
［総務課長　武内　新三君　登壇］
○総務課長（武内　新三君）　議案第６号　奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例につきましては、提案のご説明をいたします。
　提案理由でございますが、組織機構の見直しに伴い規定を整備する必要があるためでございます。
　新旧対照表６ページをお願いいたします。
　第２条第２条号中、水道課の廃止に伴い水道課を削る改正となります。
　附則としまして、この条例は平成22年４月１日から施行するものでございます。

以上で提案理由の説明を終わります。
　ご審議をいただきご決定くださいますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第６号の質疑を行います。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第６号の質疑を終結します。
　次に、ただいま上程の議案第６号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第11　議案第６号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第６号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第12　議案第７号　奥多摩町川の水をきれいにするための戸別合併処理浄化槽の整備に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。
［総務業課長　武内　新三君　登壇］
○総務課長（武内　新三君）　議案第７号　奥多摩町川の水をきれいにするための戸別合併処理浄化槽の整備に関する条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明をいたします。
　提案理由でございますが、水道料金の徴収事務が町から東京都に移管されることに伴い、規定を整備する必要があるためでございます。
　新旧対照表７ページをお願いいたします。
　第４条第２号の改正ですが、町営水道が都営水道に一元化されることに伴いまして水道料金の徴収事務も町から東京都に移管されるため、戸別合併処理浄化槽の設置申請者の条件から水道料金の滞納者の規定を削除する改正となります。
　附則としまして、この条例は平成22年４月１日から施行するものでございます。

　以上で提案理由の説明を終わります。
　ご審議をいただきご決定くださいますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第７号の質疑を行います。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご質疑なしと認めます。
　以上で議案第７号の質疑を終結します。
　次に、ただいま上程の議案第７号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第12　議案第７号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第７号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第13　議案第８号　奥多摩町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例、日程第14　議案第９号　奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。
［総務課長　武内　新三君　登壇］
○総務課長（武内　新三君）　議案第８号及び議案第９号は関連がございますので、一括して提案のご説明をいたします。
　初めに、議案第８号　多摩町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につきまして提案のご説明をいたします。
提案理由でございますが、労働基準法の一部を改正する法律（平成20年法律第89号）の施行等に伴い、規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表８ページをお願いいたします。
第８条の２第２項、地域手当の改正ですが、現行の「100分の12」を２％引き下げ「100分の10」に改めるものでございます。

平成21年東京都人事委員会の勧告では、現行支給率16％を１％引き上げ17％とする勧告となっておりますが、現下の経済状況、近隣市町村の状況等を考慮し、職員組合のご理解をいただき現行支給率を引き下げる改正となります。

なお、この引き下げによる影響額でございますが、年間で約1,530万円の減額となります。

次に、新旧対照表８ページから11ページになりますが、第11条、第12条の改正は、労働基準法の一部改正により、月60時間を超える超過勤務手当の支給割合の引き上げ、また、超過勤務を命じられた職員に休息の機会を与えるため、月60時間を超える超過勤務を行なった職員に対し、超過勤務手当の支給割合の引き上げ分の支給に替えて、４時間又は１日を単位として超勤代休時間を指定できることになったため必要な改正を行なうものでございます。

次に、新旧対照表12ページになります。

第18条３項の改正ですが、期末手当に加算して支給する職務加算の対象職員に技能労務職の業務長及び業務主任を追加する改正となります。

次に、別表第１（ロ）行政職給料表（２）の改正ですが、技能労務職に適用している現給料表を、議案書に添付しております東京都の技能労務職給料表に移行する改正となります。
次に、別表第５の改正ですが、係長職、医療技術職、看護係長職の期末手当に加算して支給する職務加算割合「100分の５」を、東京都及び近隣市町村との均衡を図るため１％引き上げ「100分の６」に改め、行政職給料表（２）１等級適用職員、技能労務職の業務長にも新たに適用する改正となります。

次に、新旧対照表13ページになりますが、主任職の期末手当に加算して支給する職務加算を行政職給料表（２）２等級適用職員、技能労務職の業務主任にも適用する改正となります。

　次に、改正条文の附則でございますが、第１項　この条例は平成22年４月１日から施行するものでございす。

　第２項は、この条例施行の前日において、別表第１行政職給料表（２）技能労務職に適用する給料表に定める最高号級を超える給与月額を受けていた職員の施行日における給与月額及びこれを受ける期間に通算される期間は、町長が定める規定でございます。
第３項は、この条例施行日前に異動した職員の施行日における給料月額及びこれらを受ける期間については、必要と認められる限度で町長が必要な調整をすることができる規定でございます。
第４項は、技能労務職に適用している現行の給料表から新しい給料表への切り替え時の号級を定めた規定でございます。
第５項は、この条例施行日前に受けていた号級又は給料月額は、改正前の給与条例、規則に基づき定められたものでなければならい規定でございます。
第６項は、委任条項でございます、
　以上で議案第８号の説明を終わります。
　次に、議案第９号　奥多摩町職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について提案のご説明をいたします。
　提案理由でございますが、労働基準法の一部を改正する法律（平成20年法律第89号）の施行に伴い、規定を整備する必要があるためでございます。

　新旧対照表15ページをお願いいたします。

　労働基準法の一部改正によりまして、超過勤務を命じられた職員に休息の機会を与えるため、月60時間を超える超過勤務を行なった職員に対し、超過勤務手当の支給割合の引き上げ分の支給にかえて、４時間又は１日を単位として超勤代休時間を承認できることとなったため、必要な改正を行なうものでございます。

　附則としまして、この条例は平成22年４月１日から施行するものでございます。

　以上で提案理由の説明を終わります。
　ご審議をいただきご決定くださいますよう、お願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　次に、議案第８号の質疑を行います。

質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第８号の質疑を終結します。
　次に、議案第９号の質疑を行います。

質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第９号の質疑を終結します。
　次に、ただいま上程の議案第８号及び議案第９号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第13　議案第８号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第８号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第14　議案第９号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第９号については原案のとおり可決されました。
　次に、日程第15　議案第10号　奥多摩町日原川流域貯水池対策委員会条例を廃止する条例を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。
［総務課長　武内　新三君　登壇］
○総務課長（武内　新三君）　議案第10号　奥多摩町日原川流域貯水池対策委員会条例を廃止する条例につきまして、提案のご説明をいたします。

　提案理由でございますが、国の水需要計画の見直しに伴う貯水池計画の変更により、条例を廃止する必要があるためでございます。
　日原川流域の貯水池計画が、国の水需要計画の見直しによりましてなくなったことに伴いまして、この条例を廃止するものでございます。
　附則としまして、この条例は、平成22年４月１日から施行するものでございます。

　以上で提案説明を終わります。
　ご審議をいただきご決定くださいますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第10号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。13番小林　　勤議員。

○13番（小林　　勤君）　この条例を廃止するということなんですけれども、特にこの日原ダムというのは一時期この町を、あるいは東京都も含めて大変大きな問題として取り上げられてきたものでございます。
そういう中で今の説明のとおり、国の水需要計画の見直しで、ということでありますけれども、日原、あるいは大沢、あるいは日原川流域の栃久保、大氷川、こういった方がたは当時、大変いろんな形で相談もしたり、あるいは町からも説明したりしていたはずです。
そういう中でここで条例廃止をすることは、これはいたし方ないことでしょうけれども、こういった委員会に対してどのような説明をしてきたのか、あるいは今後するのか、その点だけお伺いをしておきます。
○議長（澤本　　章君）　企画財政課長。
○企画財政課長（加藤　一美君）　この委員会につきましては、昭和56年に今の国土交通省が国の水の需要に伴って日原ダム構想が持ち上がりました。その後、この条例にありますように地元の委員会を条例で設置をしまして、委員20名で委員会を設置したわけでございますけれども、今、議員が言われたように当時は非常に日原ダムの建設構想に対しまして地元地域が、もちろん町もそうですけれども、大きな問題ということになりました。その後、平成８年に改めて国の水需要計画の変更がございまして、ここで日原ダムの構想は消えたわけでございますけれども、その当時にこの委員会も役割を終えましたので条例を廃止すればよかったんですけれども、今日まで続きまして、条例につきましてはこの都営水道一元化の関係条例の改正に伴って今回廃止するわけです。
しかしながら、私自身が当時、大沢地域まで含めて大きな問題になったということであまりよくは理解してございませんけれども、今後、特に日原ダムの建設につきましては、改めての計画等の浮上は今のところございませんので、そういうことでご理解をいただければ、というふうに考えております。
○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第10号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第10号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決いたします。
　日程第15　議案第10号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第10号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第16　議案第11号　東京都後期高齢者医療広域連合と奥多摩町との間における葬祭費の事務委託に関する規約を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。福祉保健課長。
［福祉保健課長　大野　　尚君　登壇］
○福祉保健課長（大野　　尚君）　議案第11号　東京都後期高齢者医療広域連合と奥多摩町との間における葬祭費の事務委託に関する規約について、提案のご説明をいたします。

　提案理由ですが、東京都後期高齢者医療広域連合の葬祭費の事務を、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の14の規定に基づき、別紙規約により受託するものでございます。

次のページをご覧ください。
東京都後期高齢者医療広域連合と奥多摩町との間における葬祭費の事務委託に関する規約を朗読させていただきます。
（葬祭費の事務の委託）
第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の14第１項の規定に基づき、東京都後期高齢者医療広域連合（以下「甲」という。）は、奥多摩町（以下「乙」という。）に対し、奥多摩町後期高齢者医療に関する条例（平成20年奥多摩町条例第２号）第３条に規定する被保険者の死亡に関して、東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成19年東京都後期高齢者医療広域連合条例第44号。以下「広域連合条例」という。）第１条の２に規定する葬祭費に関する事務（以下「葬祭費事務」という。）を委託する。

（委託事務の管理及び施行）
第２条　葬祭費事務の管理及び施行については、広域連合条例、東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例施行規則（平成20年東京都後期高齢者医療広域連合規則第６号）等（以下「広域連合条例等」という。）に定めるところによるものとする。

２　前項に定めるもののほか、葬祭費事務の管理及び施行に関し必要な事項は、乙が別に定めることができる。
（委託事務に関する経費の支弁）
第３条　葬祭費事務の委託に関する経費の額及び交付の時期は、甲及び乙が協議して別に定める。
（広域連合条例等改正等の場合の措置）
第４条　甲が、葬祭費事務の委託について適用される広域連合条例等を制定し、又は改廃しようとする場合においては、甲はあらかじめその旨を乙に通知しなければならない。
２　乙が、第２条第２項の規定に基づき葬祭費事務の委託についての定めを制定し、又は改廃しようとする場合においては、乙はあらかじめその旨を甲に通知しなければならない。
（事務の調整）
第５条　この規約に定めるもののほか、葬祭費事務の委託に関し必要な事項又は疑義が生じたときは、甲及び乙が協議して別に定める。
附則　この規約は平成22年４月１日から施行する、というものでございます。

理由の捕捉説明をさせていただきます。
後期高齢者医療制度における葬祭費の支給は、本来、保険料を財源とする保険給付事業ですが、東京都広域連合は保険料を抑制するため、平成20・21年度においては区市町村の政策判断で実施することとしました。当町においては介護老人福祉施設が所在していることから、他の区市町村からの転入による入所者、介護保険制度における住所地特例者の葬祭費については、その財源負担の大きさから対象外としているところであります。平成22・23年度の保険料の決定にあたり東京都広域連合は、この葬祭費の支給を引き続き保険料軽減策の一環として保険料を財源とする保険給付の対象外とする一方、都内すべての被保険者にかかる葬祭費が支給されるよう住所地特例者数及び資格喪失者数により、当町のように他の区市町村からの入所者の多い団体は財政負担が軽減されるよう財政負担の調整を図りながら、区市町村の一般財源からの負担金を財源とする広域連合の事業として実施することとしました。実施にあたり葬祭費の支給は区市町村によって支給方法が異なり、独自の賦課給付制度を設けている団体もあることから、東京都広域連合は地方自治法第252条の14で定められている事務の委託とすることとし、本規約において当町において葬祭費の事務に関することを定めるものであり、同様の規約を東京都広域連合と都内すべての区市町村が定めるものであります。
　以上をもちまして議案第11号の説明を終わります。

　ご審議をいただきましてご決定を賜りますよう、お願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第11号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第11号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第11号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第16　議案第11号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第11号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第17　議案第12号　東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。福祉保健課長。
［福祉保健課長　大野　　尚君　登壇］
○福祉保健課長（大野　　尚君）　議案第12号　東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約につきまして、提案のご説明をいたします。

　理由ですが、東京都62区市町村は東京都後期高齢者医療広域連合の経費の支弁の方法を変更するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第291条の３の規定に基づき、別紙のとおり東京都後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約を定める必要があるためでございます。

　新旧対照表の16～17ページをお願いいたします。

　右側が改正案となりますが、後期高齢者医療保険料は２年ごとに改定され、平成22・23年度の保険料については、去る１月29日開会の広域連合議会において可決されたところであり、平成20・21年度と同様に保険料の軽減策といたしまして東京都各区市町村の一般財源を投入し、各区市町村の分賦金により支弁するため、２年間の時限措置として規約規則に規定を加えるものでございます。

　17ページの４、関係区市町村の一般会計から保険料の軽減のために負担を求める経費をご覧ください。

　審査支払手数料相当額は、医療機関からの請求レセプト審査及び広域連合から医療機関へ支払う保険給付費を委託先の国保連合会へ支払う手数料でございます。
　財政安定化基金拠出金相当額は、東京都が設置する基金に平成20年度から25年度までの間に６年間拠出するもので、国、東京都、広域連合がそれぞれ３分の１を負担するというものでございます。

　保険料未収金補填分相当額は、予定収納率を98％とし、不足分の２％を負担するというものでございます。

　保険料所得割額軽減分相当額は、東京都広域連合の独自の軽減策で年金収入173万円までの方を対象に、所得割額を４分の３から４分の４までの軽減を図るものでございます。

　葬祭費相当額は、議案第11号でご説明いたしましたとおり、平成22年度より広域連合事業として実施するものの保険料を財源とする保険給付事業とはせず、支給に係る費用を区市町村の一般財源で負担するというものでありますが、当町のように他の区市町村からの転入による介護老人福祉施設の多い自治体にあっては、負担金が軽減調整されることとなっております。

　なお、いずれも区市町村の負担割合は100％でございます。

附則といたしまして、この規約は平成22年４月１日から施行する、というものでございます。

以上をもちまして提案第12号の説明を終わります。

ご審議をいただきましてご決定を賜りますよう、お願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第12号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第12号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第12号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程17　議案第12号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第12号については原案のとおり可決されました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時10分から再開といたします。

午後１時56分　休憩

午後２時10分　再開
○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
 　次に、日程第18　議案第13号　平成21年度奥多摩町一般会計補正予算（第４号）、日程第19　議案第14号　平成21年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第４号）、日程第20　議案第15号　平成21年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第３号）、日程第21　議案第16号　平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）、日程第22　議案第17号　平成21年度奥多摩町老人保健特別会計補正予算（第２号）、日程第23　議案第18号　平成21年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）、日程第24　議案第19号　平成21年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第４号）、日程第25　議案第20号　平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第２号）、日程第26　議案第21号　平成21年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第２号）、日程第27　議案第22号　平成21年度奥多摩町水道事業会計補正予算（第３号）、以上10件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。村木副町長。
［副町長　村木　義雄君　登壇］
○副町長（村木　義雄君）　議案第13号から議案第22号までの一般会計をはじめとする各特別会計､各企業会計全10会計の補正予算につきまして提案の説明を申し上げます。

議案第13号 平成21年度奥多摩町一般会計補正予算(第４号)でございます。

歳入歳出予算の補正でございますが、
第1条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１億6,010万1,000円円を減額し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ61億9,802万9,000円とするものでございます。

２として､既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は｢第１表　歳入歳出予算補正｣に、
　第２条 地方自治法第213条第１項の規定により繰越して使用することができる経費は｢第２表　繰越明許費｣によるものでございます。内容について説明を申し上げます。

　まず､１ページの歳入でございます。
　町税のうち町民税で､個人1,605万円減､法人335万6,000円の減で､計1,940万6,000円の減、固定資産税645万6,000円の増､軽自動車税４万1,000円の減､町たばこ税207万2,000円の減､鉱産税58万1,000円の減､入湯税26万8,000円の減となりまして､町税全体では1,591万2,000円を減額し８億9,396万1,000円とするものでございます。

　地方譲与税では､地方揮発油譲与税５万7,000円の増､自動車重量譲与税136万1,000円の減､地方道路譲与税44万8,000円の増となりまして､地方譲与税計では85万6,000円を減額し3,477万2,000円とするもの、利子割交付金は87万2,000円を減額し416万2,000円に､配当割交付金は42万円を減額し135万2,000円に､株式等譲渡所得割交付金は５万4,000円を減額し62万3,000円に､地方消費税交付金は591万8,000円を減額し7,144万5,000円とするものでございます｡

２ページ、自動車取得税交付金は935万6,000円を減額し1,778万1,000円に、交通安全特別交付金は40万円を減額し280万円に､分担金及び負担金の負担金では､衛生費で秋川衛生組合普通交付税配分金28万8,000円の減、農林水産業費でワサビ田災害復旧事業受益者負担金149万4,000円の減となり、分担金及び負担金計では178万2,000円を減額し3,959万3,000円とするものでございます。

　使用料及び手数料の使用料では､農林水産業使用料195万9,000円の減､商工使用料353万6,000円の減､土木使用料２万7,000円の増､教育使用料22万6,000円の増で､計524万2,000円の減となります。手数料では､総務手数料42万2,000円の減､衛生手数料12万7,000円の増で､差引き計29万5,000円の減となります｡使用料及び手数料計は553万7,000円を減額し１億244万4,000円とするものでございます。

　国庫支出金の国庫負担金では､民生費で社会福祉費601万円減､児童福祉費負担金378万円増の差引き計223万円の減､国庫補助金では､民生費132万6,000円の減､衛生費で59万2,000円の減､土木費で地域活性化きめ細かな臨時交付金6,646万2,000円の増､教育費で給食センター建設補助金他1,319万5,000円の増を行い、差引で7,773万9,000円の増となります｡国庫委託金では､総務費で35万円の増となります｡国庫支出金計では7,585万9,000円を追加し４億7,964万8,000円とするものでございます。
　都支出金の都負担金では､民生費で社会福祉費1,104万6,000円の減､土木費5,000円の減で計1,105万1,000円の減に､都補助金では総務費11万9,000円の増､民生費209万6,000円の増､衛生費39万3,000円の減､農林水産業費1,783万4,000円の減､商工費34万8,000円の減､土木費1,326万2,000円の減､教育費で１万3,000円の増で計2,960万9,000円の減額に､都委託金では､総務費77万9,000円の増､民生費11万7,000円の増､商工費86万2,000円の減､教育費341万2,000円の減で計337万8,000円の減額となり、都支出金計では4,403万8,000円を減額し22億1,532万1,000円とするものでございます。

　財産収入では､財産運用収入の財産貸付収入８万1,000円増､利子及び配当金145万1,000円減で計137万円の減に､財産売払収入は町有地売払収入306万1,000円で､計169万1,000円を追加し3,256万5,000円とするものでございます｡３ページをお開きください。

　寄付金は､159万5,000円を追加し339万5,000円に､繰入金は､老人保健･介護保険特別会計繰入金123万9,000円の減､基金繰入金について最終的に財源調整を行ったもので､財政調整基金4,000万円減､公共施設整備基金9,160万円減､教育文化振興基金240万円減､観光施設等整備基金1,900万円減の計１億5,300万円の減を行い､繰入金計では１億5,423万9,000円を減額し２億7,511万9,000円とするものでございます。

　諸収入では､延滞金加算金及び過料10万円の減､町預金利子53万3,000円の減、受託事業収入28万1,000円の減､雑入105万2,000円の増となり差引13万8,000円を追加し３億5,940万7,000円とするもので、今回の歳入補正の合計は１億6,010万1,000円を減額し61億9,802万9,000円とするものでございます。

次に､４ページ、歳出でございます。
　議会費では､人件費･不用額及び事業精査を行い８万9,000円を減額し9,334万4,000円とするものでございます。

　総務費は総務管理費でバス路線維持対策費補助金635万8,000円増及び人件費並びに不用額の整理を行い277万2,000円の減､徴税費11万円の減､戸籍住民基本台幅費７万5,000円の減､選挙費77万4,000円の減､統計調査費31万3,000円の減は､最終の事業の見込と人件費･不用額の整理を行ったもので､総務費計は404万4,000円を減額し７億8,607万1,000円とするものでございます。

　民生費では社会福祉費で､繰出金で国保会計893万8,000円減､老人保健会計67万3,000円減､介護保険会計21万5,000円減､後期高齢者医療会計967万4,000円減､障害者自立支援事業918万1,000円減となっている他不用額等の整理を行い4,248万9,000円の減に､児童福祉費では､児童措置費793万9,000円減他不用額の整理を行い947万5,000円の減に、国民年金費は不用額の整理を行い1,000円の減で､民生費計は5,196万5,000円を減額し10億236万8,000円とするものでございます。
衛生費では保健衛生費で､不用額の整理等を行い790万6,000円の減､清掃費では塵芥処理費で修繕費1,569万8,000円増及び不用額の整理で1,070万円の増､病院費は補助金600万円の増､水道費は補助金1,020万円の減となり､衛生費計は140万6,000円を減額し６億3,634万8,000円とするものでございます。

５ページをお開き下さい。
農林水産業費の農業費431万円の減､林業費576万5,000円減､水産業費2,000円の減は人件費及び不用額の整理を行ったもので､農林水産業費計は1,007万7,000円を減額し６億9,482万5,000円とするものでございます。

　商工費では､商工費で小口事業資金融資事業費他277万1,000円の減､観光費で花の里づくり事業費他不用額の整理を行い833万1,000円の減となり､商工費計は1,110万2,000円を減額し４億9,614万1,000円とするものでございます。

土木費で土木管理費は､事業の精査及び不用額の整理を行い33万8,000円の減､道路橋梁費で地域活性化･きめ細かな臨時交付金事業として､雲仙橋改良、大丹波秩父線防護柵設置､境栃寄線落石防護網設置工事等7,000万円計上ほか道路新設･改良･維持費他入札差金等不用額で差引き4,091万6,000円の増､住宅費は若者定住化住宅建設事業費減他で348万5,000円の減､下水道費では繰出金を2,827万円減額するもので､土木費計は882万3,000円を追加し８億1,430万3,000円とするものでございます。

　消防費では､不用額の整理を行い471万4,000円を減額し２億1,426万3,000円とするものでございます。

次に､６ページでございます。
　教育費は､教育総務費で児童生徒介助員賃金減ほか508万4,000円の減､小学校費で小学校建設事業費入札差金等1,016万8,000円の減､中学校費で中学校建設事業費190万円の増ほか不用額で差引き64万1,000円の減､給食費は学校給食センター建設工事費減他で2,219万3,000円の減、社会教育費906万3,000円の減､保健体育費43万2,000円の減でそれぞれ不用額の整理でございます｡教育費計は4,758万1,000円を減額し８億6,548万8,000円とするものでございます。

　災害復旧費では､額の確定等に伴い､農林水産施設災害復旧費3,797万1,000円減､公共土木施設災害復旧費30万円減の計3,827万1,000円を減額し7,747万9,000円とするものでございます。
　公債費は財源組替で､諸支出金では､土地開発基金への繰出３万3,000円を減額し２万円に､予備費につきましては総体的な調整を行い35万8,000円を追加し1,123万9,000円とするもので、歳出合計の補正額は１億6,010万1,000円を減額し､歳入と同様に61億9,802万9,000円とするものでございます｡

　次に､７ページをお開きください｡繰越明許費でございます｡表にあります児童福祉施設建設事業を実施する地域活性化･経済危機対策臨時交付金事業費１億4,800万円､子ども手当準備のための児童福祉費378万円､雲仙橋改良工事等を実施する地域活性化･きめ細かな臨時交付金事業費7,000万円､全国瞬時警報システム整備工事を実施する国庫補助消防施設整備事業費957万9,000円については､繰越明許費として平成22年度にわたり事業を実施するためでございます。

　以上で議案第13号の説明を終わらせていただきます。

　次に､議案第14号　平成21年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算(第４号)について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、
　第1条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ90万円を減額し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ6,972万7,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は｢第１表　歳入歳出予算補正｣によるもので､内容について説明申し上げます。
　１ページ歳入でございます。
使用料で宿泊利用者の減に伴い90万円を減額し404万円とし､歳入合計を6,972万7,000円に、

　歳出で､各事業等の見直しを行い総務費の利用管理費で90万円を減額し6,972万2,000円に、歳出合計を6,972万7,000円とするものでございます。

以上で議案第14号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第15号　平成21年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算(第３号)について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、
　第1条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ16万3,000円を追加し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億5,934万6,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は｢第１表　歳入歳出予算補正｣によるもので､内容について説明申し上げます。
　１ページ、歳入でございます。
使用料及び手数料で野営場使用料110万円を減額し1,810万円に､諸収入ではキャンプ場売店収入126万3,000円を追加し548万円とし､合計では16万3,000円を追加し１億5,934万6,000円とするものでございます。

　次に、歳出では､総務費の利用管理費の事業を精査し16万3,000円を追加し１億5,925万1,000円とするもので、歳出合計も16万3,000円を追加し､１億5,934万6,000円とするものでございます。

　以上で議案第15号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第16号　平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算(第３号)について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、　
　第1条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,610万3,000円を減額し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７億8,815万円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は｢第１表　歳入歳出予算補正｣によるものでございます。
　内容について説明申し上げます｡１ページ歳入でございます。
　国民健康保険税で､一般被保険者882万円の減､退職被保険者451万8,000円の増で差引き 430万2,000円を減額し１億583万9,000円とするものでございます。

　国庫支出金の国庫負担金で､療養給付費等負担金増、高額医療費共同事業負担金減､特定健康診査等負担金減により203万2,000円の増､国庫補助金で調整交付金減等129万9,000円の減で差引き計73万3,000円を追加し１億3,749万9,000円とするものでございます。

　療養給付費交付金は､退職被保険者等療養給付費356万8,000円を追加し5,596万4,000円に､前期高齢者交付金は､5,366万1,000円を追加し２億7,950万1,000円とするものでございます。

　都支出金では､都補助金のうち都補助金340万6,000円減､財政調整交付金758万3,000円減で計1,098万9,000円の減､都負担金は高額医療費共同事業負担金等358万8,000円減､都支出金計は1,457万7,000円を減額し4,555万2,000円とするものでございます。

　共同事業交付金は､高額医療費共同事業60万5,000円減､保険財政共同安定化事業4,571万6,000円減で計4,632万1,000円を減額し9,580万1,000円に､繰入金は､一般会計からの繰入金893万8,000円を減額し2,560万3,000円に、諸収入７万3,000円を追加し28万3,000円とするもので､歳入補正額につきましては､1,610万3,000円を減額し７億8,815万円とするものでございます。

次に２ページ、歳出でございます。
　総務費は財源組替、保険給付費では療養諸費で一般被保険者療養給付費182万2,000円増、一般被保険者療養費35万円増､退職被保険者等療養費15万円減となり差引計202万2,000円の増、高額療養費は一般被保険者高額療養費171万円増、退職被保険者等高額療養費200万円減となり差引き29万円の減､移送費は一般･退職被保険者移送費７万8,000円の減､出産育児諸費は42万円の減､結核精神医療給付金７万円の減で差引計は116万4,000円を追加し５億3,891万9,000円とするものでございます。

　後期高齢者支援金等は13万9,000円を追加し8,408万3,000円に、前期高齢者納付金等は２万9,000円を減額し24万円に､老人保健拠出金は13万4,000円を減額し242万4,000円に､介護納付金は10万9,000円を減額し3,331万8,000円に､共同事業拠出金は高額医療費1,300万円減､保険財政共同安定化事業2,393万5,000円減となり計3,693万5,000円を減額し8,520万9,000円とするものでございます。

　３ページをお開きください。
　保健事業費は特定健康診査等事業費132万円減､保険事業費40万円減いずれも不用額で計172万円を減額し506万5,000円に､諸支出金は､返還金2,252万1,000円増､高額療養費特別支給金100万円減の差引き計2,152万1,000円を追加し3,241万6,000円とするもので､歳出補正額合計は、1,610万3,000円を減額し７億8,815万円とするものでございます。

　以上で議案第16号の説明を終わらせていただきます。

　次に､議案第17号　平成21年度奥多摩町老人保健特別会計補正予算(第２号)について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、
　第1条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ86万3,000円を減額し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ750万2,000円とするものでございます。

　２として､既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は｢第１表　歳入歳出予算補正｣によるものでございます。
　内容でございますが､１ページ歳入でございます。
　支払基金交付金で､医療費交付金等19万7,000円を減額し８万8,000円に､繰入金につきましても一般会計からの繰入金を67万3,000円を減額し190万1,000円に､諸収入は預金利子と医療費返還金の7,000円を追加し１万4,000円とするもので､歳入補正額は86万3,000円を減額し750万2,000円とするものでございます。

　次に､歳出の医療諸費では､医療給付費20万円の減、審査支払手数料5,000円の減となり､計20万5,000円を減額し35万5,000円に、諸支出金は一般会計繰出金65万8,000円を減額し632万9,000円とするもので､歳出補正額は86万3,000円を減額し750万2,000円とするものでございます。

　以上で議案第17号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第18号　平成21年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算(第２号)について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、
第1条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,740万5,000円を減額し､歳入歳出予算の総額を１億5,599万2,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は｢第１表　歳入歳出予算補正｣によるものでございます。
１ページをお開き下さい｡歳入でございます。
　後期高齢者医療保険料特別徴収･普通徴収計781万6,000円を減額し5,555万4,000円に､繰入金は一般会計繰入金967万4,000円を減額し9,774万3,000円に､諸収入は預金利子1,000円増､受託事業収入は健診事業受託金８万4,000円増の計８万5,000円を追加し159万8,000円とするもので､歳入の補正額は1,740万5,000円を減額し１億5,599万2,000円とするものでございます。

　次に、２ページ歳出でございます。
　総務費は総務管理費で不用額274万6,000円減、徴収費は事業精査を行い１万4,000円増で差引き273万2,000円を減額し293万2,000円に、広域連合納付金は療養給付費･保険料等の広域連合分賦金1,490万3,000円を減額し１億4,908万8,000円に､保健事業費は健康診査等委託料等23万円を追加し258万3,000円とするもので、歳出の補正額は1,740万5,000円を減額し１億5,599万2,000円とするものでございます。

　以上で､議案第18号の説明を終わらせていただきます。

　次に､議案第19号　平成21年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算(第４号)について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、
　第1条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ690万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７億3,062万2,000円とするものでございます。

２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は｢第１表　歳入歳出予算補正｣によることとしております。
１ページをお開き願います｡歳入でございます。
　まず､保険料では､第１号被保険者保険料153万7,000円を追加し１億644万2,000円に､国庫支出金の国庫負担金は、介護給付費負担金47万3,000円の減､国庫補助金は､調整交付金77万6,000円増､地域支援事業交付金(介護予防)95万1,000円減､同じく(包括的支援)152万2,000円増で差引134万7,000円の増となり､国庫支出金計は87万4,000円を追加し１億5,141万6,000円に､支払基金交付金は介護給付費392万6,000円増､地域支援事業費114万1,000円減の差引き278万5,000円を追加し１億8,663万5,000円とするものでございます｡都支出金では介護給付費負担金287万6,000円の増､地域支援事業補助金等12万5,000円の減で､差引計275万1,000円を追加し１億242万2,000円とするものでございます。

　財産収入は基金利子１万9,000円を追加し２万円に､繰入金では､一般会計からの繰入金21万5,000円を減額し１億5,947万3,000円に､諸収入は､預金利子１万円､雑入７万3,000円の８万3,000円を追加し８万8,000円に、使用料及び手数料は93万4,000円を減額し266万8,000円とするもので､歳入補正額計は690万円を追加し７億3,062万2,000円とするものでございます。

　次に２ページ、歳出でございます。
　まず､総務費では､総務管理費不用額９万3,000円の減､徴収費も不用額１万9,000円の減､介護認定審査会費で認定調査費等32万8,000円の増､趣旨普及費不用額22万7,000円減､運営協議会費も不用額13万1,000円の減で計14万2,000円を減額し5,687万8,000円とするものでございます。

　保険給付費では､介護サービス等諸費は居宅･施設介護サービス等給付費2,280万円の増、介護予防サービス等給付費620万円の減、その他諸費は審査支払事務委託料不用額３万円の減､町特別給付費の配食サービス給付費100万円の減､特定入所者介護サービス等費243万円の増となり､保険給付費計では1,800万円を追加し６億2,163万円とするものでございます。

　地域支援事業費では介護予防事業費556万7,000円の減､包括的支援･任意事業は148万9,000円の増で計407万8,000円を減額し2,805万6,000円とするものでございます。

　基金積立金では､介護給付費準備基金積立金659万6,000円を減額し119万5,000円に､諸支出金は過年度分返還金28万7,000円増､繰出金58万1,000円減の差引き29万4,000円を減額し2,186万5,000円に、次のページ予備費は全体の調整を行い１万円を追加し99万7,000円とするもので､歳出補正額は、690万円を追加し７億3,062万2,000円とするものでございます。

　以上で､議案第19号の説明を終わらせていただきます。

　次に議案第20号　平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算(第２号)について説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、
　第1条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１億9,590万円を減額し､歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ10億5,960万円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額については｢第１表　歳入歳出予算補正｣によるもの、
　第２条　既定の町債の変更は、｢第２表　町債補正｣によるものでございます。
　１ページをお願いします｡内容について説明申し上げます。
　まず､歳入の分担金及び負担金の負担金については５万7,000円を追加し633万円に、使用料及び手数料の､使用料は139万7,000円の減､手数料は１万3,000円の増で計138万4,000円を減額し898万円とするものでございます。

国庫支出金では､公共下水道事業補助金4,257万6,000円減､浄化槽市町村整備推進事業費補助金646万円減の計4,903万6,000円を減額し２億6,683万4,000円に､都支出金も同様に補助金が減額となり251万6,000円を減額し1,969万5,000円に、繰入金は､一般会計からの繰入金2,827万円を減額し３億713万円に､諸収入は消費税還付金14万9,000円を追加し2,182万9,000円に､町債は､１億1,490万円を減額し４億2,880万円とし､歳入の補正額計は､１億9,590万円を減額し10億5,960万円とするものでございます。

　次に､２ページ歳出でございます。
　まず、総務費は不用額等の整理を行い1,104万7,000円を減額し8,075万9,000円に､事業費では、下水道事業費で事業費､建設負担金等１億5,191万7,000円の減、浄化槽市町村整備推進事業費で2,942万9,000円の減となり事業費計では１億8,134万6,000円を減額し８億8,057万8,000円に､公債費340万9,000円を減額し9,708万8,000円に､予備費で９万8,000円を減額調整し117万5,000円とするもので､歳出の補正予算計は､１億9,590万円を減額し10億5,960万円とするものでございます。
次に､３ページをお開き下さい｡第２表「町債の補正」では､下水道整備事業債を9,170万円減、浄化槽市町村整備推進事業債を2,320万円減額し起債額計４億2,880万円とするもので起債の方法･利率､償還の方法については記載のとおりでございます。

以上で議案第20号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第21号　平成21年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算(第２号)について説明申し上げます｡

　第２条　予算第２条に定めた業務の予定量､(２)年間患者数入院｢8,395人｣を｢8,030人｣に、(３)１日平均患者数入院｢23人｣を｢22人｣に改めるものでございます。

　第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額の補正で、収入では､医業収益で入院外来患者診療費755万円減､公衆衛生活動収益767万4,000円増で差引き12万4,000円の増､医業外収益は都補助金180万円増､一般会計からの補助金600万円他で779万8,000円の増､収入補正予定額計では792万2,000円を追加し５億285万2,000円とするものでございます。

　支出では､支出見込を精査し医業費用で材料費ほか支出見込を精査し817万4,000円の増､医業外費用で25万2,000円の減となり支出補正予定額計で792万2,000円を追加し５億285万2,000円とするものでございます。

　第４条　予算第６条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない経費､１．職員の給与費｢２億8,547万3,000円｣を｢２億8,474万9,000円｣に、

　第５条　予算第７条に定めた補助金の額､(1)一般会計｢１億1,540万円｣を｢１億2,140万円」に､(２)国民健康保険特別会計｢1,000円｣を｢０｣に､(３)都支出金｢7,187万9,000円｣を｢7,367万9,000円｣に、

　第６条　予算第８条に定めた棚卸資産の購入限度額｢5,520万円｣を｢6,480万円｣に改めるものでございます。

　以上で議案第21号の説明を終わらせていただきます。

次に､議案第22号　平成21年度奥多摩町水道事業会計補正予算(第３号)について説明申し上げます。

　第２条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額の補正で､まず収入で営業収益､主に水道の使用料等で1,880万2,000円増､営業外収益として一般会計からの補助金等1,015万1,000円減となり､収入補正額計では差引き865万1,000円を追加し２億1,420万6,000円とするものでございます。

　支出では､営業費用で各費用の精査を行い114万2,000円減､営業外費用で一元化推進費等979万3,000円増額し､支出計では収入同様に865万1,000円を追加し２億1,420万6,000円とするものでございます。

　第３条　予算第７条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない経費､２.交際費｢８万円｣を｢３万円｣に、

　第４条　予算第８条に定めた他会計からの補助金｢4,832万8,000円｣を｢3,812万8,000円｣に改めるものでございます。

以上、一般会計をはじめとする特別会計､企業会計全10会計についての補正予算の説明をさせていただきました。今年度最終の補正予算でございまして､今後の予算執行に欠かせない予算でございますので､ご審議を賜りご決定をいただきますようお願い申し上げます。

○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
お諮りします。ただいま議題となっております議案第13号から議案第22号までについては、会議規則第37条の規定により所管の各常任委員会に審査を付託するところですが、両委員会合同で開催する連合審査会に審査を付託したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、連合審査会に審査を付託することに決定しました。今会期中に審査を終了するようにお願いします。
　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後３時20分から再開といたします。

午後３時４分　休憩
午後３時20分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　次に、日程第28  議案第23号　平成22年度奥多摩町一般会計予算、日程第29　議案第24号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算、日程第30　議案第25号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算、日程第31　議案第26号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算、日程第32　議案第27号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計予算、日程第33　議案第28号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算、日程第34　議案第29号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計予算、日程第35　議案第30号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算、日程第36　議案第31号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算、以上９件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。村木副町長。
［副町長　村木　義雄君　登壇］
○副町長（村木　義雄君）　それでは､平成22年度の予算の説明をさせていただきます。

　議案第23号から議案第31号までの平成22年度奥多摩町一般会計を初めといたします､各特別会計･企業会計全９会計の予算につきまして､一括して提案の説明を申し上げます。

平成22年度の予算編成にあたりまして､予算編成方針として

１．社会経済情勢の急速な変化を十分に見据え､限りある財源を重点的､効率的に配分して住民に密接した重点施策を推進し､長期総合計画｢森世紀計画｣の実現を目指す。
２．事務事業評価の実施､財政改革の推進､組織･機構の見直しなど行財政全般にわたる改革を実施し､身の丈にあった健全な行財政運営を推進する。
 ことを基本に予算編成を行ったところであります｡

平成22年度の予算編成の基本的な考え方､町政運営の基本的事項につきましては､本日冒頭、町長から施政方針の中で申し上げておりますので､ご理解をお願い申し上げます。 

　また､当初予算のご審議にあたり､お手元に平成22年度当初予算(案)の概要を配布させていただきましたので､ご参照いただきますよう､よろしくお願い申し上げます。

　それでは始めに､議案第23号　平成22年度奥多摩町一般会計予算につきまして説明申し上げます｡１ページをお開き下さい。

　第1条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ55億9,000万円と定めるもので､前年度当初予算と比較いたしまして500万円、0.1％の減額となりました。

 ２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は､｢第１表 歳入歳出予算｣によることとし､前年度予算と比較し､歳入の主な増減につきましては､平成22年度当初予算案の概要２ページに､歳出の増減につきましては３ページに掲載してありますので､ご覧いただきたいと存じます。

　予算の主な増減の内容は､水道事業会計への繰出金及び平成19年台風9号に伴う災害復旧費が皆減しましたが、新たに水道事業都営一元化に伴う施設整備負担金､子ども手当費、町単独事業の少子化対策費として児童生徒の給食費２分の１助成､多子家庭等の高校生通学費全額助成､入学進学助成､定住化対策費として若者住宅応援補助金を計上しております。

　普通建設事業では学校給食センター建設事業等の大型事業が完了いたしましたが､新たな事業として西川線林道の開設事業費、日向人道橋設置事業費等を計上し､また引続き道路橋梁の整備並びに林道改良等を行ってまいります。
　歳入では､地方交付税7,000万円の増､国庫支出金で子ども手当費等6,789万1,000円の増、財産収入で貸地料等2,019万8,000円の増､繰入金7,260万円の減､町税3,399万7,000円の減、諸収入1,761万3,000円の減､自動車取得税交付金1,464万9,000円の減等となっております｡都支出金は､総合交付金3,000万円増､山村離島振興整備事業補助金4,473万7,000円減､森林地域環境整備事業6,077万2,000円減他で差引き445万5,000円の減となりました。

　 次に､第２条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる町債の起債の目的、限度額､起債の方法・利率及び償還の方法につきましては､｢第２表　町債｣によることとし､臨時財政対策債２億円の起債の借り入れを予定しています。

　 第３条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額につきましては10億円と定めるもの、

　 第４条　地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により､歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定めるもので、

 （１）各項に計上した給料､職員手当等及び共済費(賃金に係る共済費を除く｡)に係る予算額に､過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めたものであります｡

以上で議案第23号の説明を終わらせていただきます．

　次に、議案第24号 平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算について、説明申し上げます｡1ページをお開き下さい。

　第１条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ7,200万円と定めるもので､前年度当初予算と比較いたしまして､300万円、4.3％の増額となりました。

 ２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は､｢第１表　歳入歳出予算」によるもので、

　歳入歳出の主な増内容は､新たに東京都区市町村共同事業のみどり体験交流事業308万9,000円を計上したもので､他会計繰入金、これは東京都からの委託金でございますが､6,396万2,000円で対前年度比９万3,000円の減となりました。

以上で議案第24号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第25号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算について説明申し上げます｡１ページをお開き下さい。

　第1条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ１億6,100万円と定めるもので､前年度当初予算と比較いたしまして､300万円、1.9％の増額となりました。

２として､歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は､｢第１表 歳入歳出予算｣によるもので、

歳入では野営場の利用が伸びていることから野営場使用料を1,920万円で60万円の増、繰入金、これは東京都からの委託金でございますが１億3,726万5,000円で149万9,000円の増、諸収入でキャンプ場売店収入及びクラフト体験の増に伴う実費徴収金の伸びにより453万4,000円で90万円の増となりました。

　歳出は総務費のうち一般管理費で人件費等3,713万5,000円、利用管理費で１億2,375万円の計１億6,088万5,000円と予備費11万5,000円を計上しております｡山のふるさと村につきましても東京都の指定管理者制度の指定を受け引続き管理運営を行っていくものであり､さらに利用の拡大を図ってまいります。

　以上で議案第25号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第26号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算について、説明申し上げます｡１ページをお開き下さい。 

　第1条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ６億8,400万円と定めるもので､前年度当初予算と比較いたしまして､6,400万円、8.6％の減額となりました。

２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は､｢第１表　歳入歳出予算｣によるもので、前年度予算と比較いたしまして、

　歳入の主な増減は､国民健康保険税45万3,000円の減､国庫支出金6,276万2,000円の増､療養給付費交付金1,000万円の減､前期高齢者交付金１億987万6,000円の減､都支出金７万8,000円の増、共同事業交付金3,798万5,000円の減､繰入金3,141万円の増等でございます。

　歳出の主な増減は､総務費150万5,000円の増､後期高齢者支援金等778万5,000円の減､老人保健拠出金198万1,000円の減､介護納付金121万7,000円の増､共同事業拠出金5,468万2,000円の減、保健事業費116万9,000円の増､諸支出金339万5,000円の減等でございます。

　第２条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は1億円と定めるもの､

　第３条　地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により､歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定めるもので、

(１)保険給付の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めたものであります。

　以上で議案第26号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第27号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計予算について説明申し上げます。

１ページをお開き下さい。
第1条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ50万円と定めるもので､前年度当初予算と比較いたしまして50万円50.0％の減額となりました｡この会計は平成20年度からの後期高齢者医療制度へ移行し３年間の時効請求が残っているため計上したものであります。

２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は｢第１表　歳入歳出予算｣によるもので、
　歳入の主な内容は､支払基金交付金17万1,000円､繰入金31万9,000円でその他の項目については窓明け計上でございます。 

歳出の主な内容は､医療諸費で医療給付費等33万5,000円､その他の項目は窓明け計上と予備費でございます。

　以上で議案第27号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第28号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算について説明申し上げます。

1ページをお開き下さい。

第1条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ１億8,900万円と定めるもので､前年度当初予算と比較いたしまして､1,700万円、9.9％の増額となりました。

２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表　歳入歳出予算」によるもので､前年度予算と比較いたしまして、
歳入の主な増減は､後期高齢者医療保険料236万7,000円の減､一般会計からの繰入金1,248万2,000円の増､諸収入688万5,000円の増等でございます。

歳出の主な増減は、総務費221万5,000円の減､広域連合納付金1,297万5,000円の増､新たに葬祭費600万円の計上等でございます。

以上で議案第28号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第29号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計予算について説明申し上げます。

1ページをお開き下さい。

第１条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ７億450万円と定めるもので、前年度当初予算に比較いたしまして1,450万円、2.1％の増額となりました。

　２として､歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額につきましては、「第１表 歳入歳出予算」によるもので､前年度予算と比較して、

　歳入の主な増減は､保険料167万5,000円の減、国庫支出金419万2,000円の増､支払基金交付金628万円の増、都支出金459万6,000円の増、繰入金111万9,000円の増等でございます。

　歳出の主な増減は、総務費610万9,000円の減、保険給付費2,075万円の増、地域支援事業費620万4,000円の増、基金積立金578万9,000円の減等でございます。

　第２条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は1億円と定めるもの、

　第３条　地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により､歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定めるもので、

(１)保険給付の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めたものであります。

以上で議案第29号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第30号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計予算について、説明申し上げます｡１ページをお開き下さい。

　第1条　歳入歳出予算の総額は､歳入歳出それぞれ14億800万円と定めるもので、前年度当初予算と比較いたしまして､１億8,000万円、14.7％の増額となりました。

２として、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」によることとし、前年度予算と比較いたしまして、
　歳入の主な増減は、使用料及び手数料97万1,000円の増､国庫支出金5,595万3,000円の増､都支出金350万7,000円の増､繰入金2,174万5,000円の増､町債9,770万円の増等となっております。

　歳出の主な増減は､事業費１億6,886万9,000円の増､公債費1,050万7,000円の増等となっております。

　第２条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる町債の起債の目的､限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は「第２表　町債」によることとし、下水道整備事業債として６億1,900万円､浄化槽市町村整備推進事業債として2,240万円、合計６億4,140万円の起債を予定しております。

　第３条　地方自治法第220条第２項ただし書きの規定により､歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は次のとおりと定めるもので、

 （１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費(賃金に係る共済費を除く。)に係る予算額に、過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用を定めるものでございます。

以上で議案第30号の説明を終わらせていただきます。

　次に、議案第31号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算について説明申し上げます。予算書を1枚おめくりください。

　第１条は総則でございます。
　第２条 業務の予定量は次のとおりで、

　(１)病床数は46床

　(２)年間患者数を入院9,125人､外来１万4,640人

　(３)１日平均患者数を入院25人､外来60人

　(４)主要な建設改良事業は､ナースコール改修工事､医療機器の購入を予定しております。

　第３条　収益的収入及び支出の予定額を、
　収入では､医業収益で３億2,098万1,000円､医業外収益で１億6,741万9,000円､特別利益で10万円、病院事業収益計で４億8,850万円を予定しております。

　支出では､医業費用４億8,112万2,000円､医業外費用672万円､特別損失30万円､予備費35万8,000円で､病院事業費用は収入と同額の４億8,850万円を予定しております。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は次のとおり定める｡(資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,534万9,000円は、建設改良積立金及び過年度損益勘定留保資金で補てんするものとする｡)もので、収入では､国庫支出金206万5,000円､都支出金206万5,000円､町出資金1,000万円を見込み､資本的収入計で1,413万円でございます。

　資本的支出では､建設改良費2,183万7,000円､企業債償還金1,764万2,000円で､資本的支出計3,947万9,000円でございます。

第５条　一時借入金の限度額につきましては､3,000万円を予定しております。

次のページをお開きください。
　第６条　次に掲げる経費については､その経費の金額を､それ以外の経費の金額に流用し､又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は､議会の議決を経なければならないということで､(１)職員給与費２億7,764万3,000円､(２)交際費20万円を予定しております。

　第７条　負担区分による一般会計及び他会計から､この会計へ補助を受ける金額は、
(１)一般会計から9,500万円

(２)国民健康保険特別会計から1,000円

(３)都支出金6,844万1,000円

(４)町出資金1,000万円を予定しております。

 　第８条　棚卸資産の購入限度額は､5,580万円とするものでございます。

前年当初予算と比較いたしまして､歳出で1,927万4,000円、3.5％の減額予算でございます。

　以上で議案第23号から議案第31号までの一般会計をはじめとする各特別会計､企業会計全９会計の平成22年度予算につきまして提案の説明を申し上げました｡

　経済は平成20年度末を底に回復を続けているといわれておりますが､そのほとんどが外需によるもので、国内需要は定額給付金､エコカー減税などの政策効果から増加しているものの､住宅投資､設備投資の落ち込みが上回っており､民需中心の自力回復は程遠い状況であります｡このような中で国では､平成21年度第２次補正予算と平成22年度の予算を切れ目なく執行させ着実に景気の回復を図るとともに､将来の安定的な成長につなげることとしております｡早期に効果があらわれて安定した社会経済状況になることを期待するものであります。

　このような中で､小規模自治体である町を取り巻く行財政環境は引続き厳しい状況であります。このため新たに第３次奥多摩町行政改革大綱を策定するとともに､事業のスクラップ・アンド・ビルドを行い、人件費・一般経常経費等の削減・節減を図り、第４期長期総合計画の着実な予算化と推進を図るべく事務事業の見直しを行い、歳入の確保と歳出の抑制を行い､各会計の予算編成を行いました。
　どうか､ご理解を賜りまして慎重なご審議の上､ご決定いただきますようお願い申し上げまして、提案の説明とさせていただきます。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　お諮りします。ただいま議題となっております議案第23号から議案第31号までについては、議長を除く委員13名で構成する予算特別委員会を設置し、これに付託し審査することにしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、本件につきましては予算特別委員会を設置し、これに付託することに決定しました。
　ここで予算特別委員会の正副委員長の互選のため暫時休憩とします。休憩中に正副委員長の互選をお願いします。
午後３時49分　休憩

午後４時00分　再会

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　休憩中に正副委員長の互選が行われましたので、その結果を事務局長より報告させます。事務局長。
○事務局長（田中　國雄君）　それでは報告させていただきます。
　予算特別委員会委員長に13番小林　　勤議員、同副委員長に３番原島　伸行議員、以上のとおり選出されました。

　以上でございます。
○議長（澤本　　章君）　報告のとおり予算特別委員会委員長に13番小林　　勤議員、副委員長は３番原島　伸行議員員に決定しました。今会期中に審査を終了するようお願いします。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後４時15分から再開といたします。

午後４時２分　休憩
午後４時15分　再開

○議長（澤本　　章君）　休憩前に引き続き会議を開きます。
　次に、日程第37　議案第32号　町道路線の廃止について、日程第38　議案第33号　町道路線の認定について、を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。地域整備課長。
［地域整備課長　宮田　昭治君　登壇］
○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第32号及び議案第33号の町道路線の廃止及び認定につきましては、関連がありますので一括で提案のご説明をさせていただきます。

議案第32号　町道路線の廃止について、提案のご説明をいたします。

　(理由)起点、終点の変更に伴い廃止したいので、道路法（昭和27年法律第180号）第10条第３項の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　次のページをお願いいたします。
　町道路線の廃止について。
　道路法（昭和27年法律第180号）第10条第１項の規定により、町道の路線を次のように廃止する。

　路線名　その他町道　八桑寺前線、起点　奥多摩町大丹波字八桑865－１から、終点　　奥多摩町大丹波字八桑871まで、延長74.89ｍ。

２枚、ページをおめくりください。
このページにつきましては、路線廃止の調書でございます。路線の廃止路線は記載のとおりでございます。
次のページをお開きください。町道廃止路線の略図となります。この路線につきましては、大丹波地内の都道北川橋を渡りまして右下へ下りる町道で、お寺の手前の途中まで認定されております路線でございます。
次に、議案第33号　町道路線の認定について、提案のご説明をいたします。

（理由）住民生活の利便を図るために町道として認定したいので、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　次のページをお願いいたします。

町道路線の認定について。
　道路法（昭和27年法律第180号）第８条第１項の規定により、町道として次のように認定する。

路線名　その他町道　八桑寺前線、起点　奥多摩町大丹波字八桑865－１から、終点　　奥多摩町大丹波字八桑942－１まで、延長168.19ｍ。

次に、路線名　その他町道　八桑北線、起点　奥多摩町大丹波字八桑869－２から、終点　奥多摩町大丹波字八桑910－１まで、延長147.80ｍ。

次に、路線名　その他町道　八桑北東線、起点　奥多摩町大丹波字八桑899から、終点　　奥多摩町大丹波字八桑890まで、延長50ｍ。

次に、路線名　その他町道　水根線、起点　奥多摩町境字水根1190－22から、終点　奥多摩町境字水根1191まで、延長624.37ｍ。

　２枚、ページをおめくりください。
このページにつきましては、路線認定の調書でございます。４路線の認定路線は記載のとおりでございます。
次のページをお開きください。町道認定路線の略図となります。
初めに、八桑寺前線につきましては、廃止路線の終点を延長しまして大丹波輪光院入口の町道、大丹波八桑線に接続する延長計画で、循環できる道路を計画しております。
次のページをお開きください。
町道八桑北線は、町道八桑線から都道上成木川井線に接続し、循環できる新設道路計画をしております。この計画につきましては旧大丹波分校上の坂が急なため、冬には車が登れない状況であり、東京都では改修できないということでございます。そのための迂回路として計画されております。
次のページをお開きください。
町道八桑北東線は、町道八桑北線から東側に計画されている新設道路で、町道八桑北線と同じく住宅建設ができる道路を計画しております。
次のページをお開きください。
その他町道水根線は、林道水根線を町道にし都補助対象路線とするためでございます。また、起点は図面右下に国道411号線水根ロータリーから青目立不動尊方面へ624.37ｍの部分で、途中、道路用地の寄付と町道認定承諾が取れた関係がございまして、今回、認定をお願いするものでございます。

以上で議案第32号及び議案第33号の町道廃止及び認定の説明を終わります。

ご審議の上、ご決定賜りますよう、お願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第32号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第32号の質疑を終結します。

　次に、議案第33号の質疑を行います。６番竹内　和男議員。

○６番（竹内　和男君）　八桑寺前線の認定関係ですけれども、今、工事をやられているかと思いますが、地域の方がたが見て、これほど広い道を山の方というか、畑の方へ入れなくてもいいでしょう、という地域の方がたの意見がございます。それで、今、話を聞きますと、たしかに畑が平地であって、そういう開発はできるところですけれども、また、今の課長の説明のように都道、たしかに今の都道は非常に急で危険なんです。だけど、その上がっていく道をこれほど広くなくても、という地域の方がたの意見がございます。
　以上です。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　ただいまの竹内議員のご質問で、八桑北線になろうかと思いますけれども、この路線につきましてはその前の八桑線、あるいは八桑北東線につきましては、東京都の建設局によります市町村土木補助の事業で対応しております。その事業によります採択基準が道路幅員が５ｍということが規定にございまして、５ｍ以上の幅員を確保しなければ補助の対象にならないということでございます。
そういうが関連ございまして、今現在、今年度も北川橋を渡りまして右下に下りていく道の改修工事を実施しておりますけれども、ここににつきましてもやはり５ｍということで補助の対象路線ということで、採択基準の則った形で工事をやっておりますので、幅員を狭くするということになりますと、補助の対象外になってしまうということで、なかなか道路の建設ができないということがございます。そういうことでございますのでご理解をお願いしたいと思います。

以上でございます。
○議長（澤本　　章君）　６番竹内　和男議員。
○６番（竹内　和男君）　補助の枠ですけれども、どのくらいの補助でしょうか、何割くらいの。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　市町村土木補助につきましては、東京都の２分の１の補助をいただいております。それ以外に総合交付金を充当しておりますので、全部で75％、100分の75まで東京都の補助をいただいて整備をしております。

○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第33号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第32号及び議案第33号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第37　議案第32号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第32号については原案のとおり可決されました。

日程第38　議案第33号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第33号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第39　議案第34号　奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（デジタルＴＶ）事業請負契約について、日程第40　議案第35号　奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（コンピュータ・ＬＡＮ）事業請負契約について、以上２件を一括して議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）　議案第34号並びに議案第35号の請負契約につきましては関連がございますので、一括してご説明させていただきます。

　提案の理由でございますが、いずれも議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第16号）第３条に定めます予定価格が700万円を超えますので、議会の議決を求めるものでございます。

　初めに、議案第34号についてご説明させていただきます。

　契約の目的は、奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（デジタルＴＶ）事業でございます。
　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。
　契約の金額は、855万7,500円でございます。

　契約の相手方は、東京都千代田区飯田橋２丁目18番４号　株式会社大塚商会　代表取締役　大塚　祐司氏です。

　次に、議案第35号についてご説明ご説明させていただきます。

　契約の目的は、奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（コンピュータ・ＬＡＮ）事業でございます。
　契約の方法は、指名競争入札による契約でございます。
　契約の金額は、1,749万3,000円でございます。

　契約の相手方は、東京都あきる野市五日市148番地　株式会社井上商店　代表取締役　井上　明彦氏です。

　なお、本請負契約につきましては、いずれも現在、仮契約を結んでおります。本日、議決をいただきますと３月８日が本契約となり、納期につきましては平成22年３月29日を予定しております。

　事業の概要につきましては担当課長より説明させていただきます。
　ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　教育課長。
○教育課長（井上　永一君）　それでは、議案第34号及び議案第35号の事業概要についてご説明いたします。

　まず、議案第34号についてご説明いたします。議案書の２枚目をご覧ください。

　事業件名でございますが、奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（デジタルＴＶ）事業でございます。
　施工箇所につきましては、町内４校でございます。
　事業概要でございますけれども、デジタルテレビを４校合計で57台購入し、来年７月の地上デジタル放送への完全移行に対応し、各学校での学習環境の向上を図るものでございます。なお、この事業につきましては第３回定例会でご決定いただきました補正予算でご説明した、文部科学省所管の学校情報通信技術環境整備事業費補助金により整備を行うものでございます。

　整備の内容でございますけれども、57台の内訳につきましては、50型デジタルテレビを９台、42型デジタルテレビを37台、20型デジタルテレビを11台、整備するものでございます。

　なお、50型及び42型テレビにつきましては教室で使用するということで、画面強度の高いプラズマ型デジタルテレビとし、20型につきましては製品が液晶型のみのため、これを導入いたします。

なお、20型は主に職員室等の管理部門での活用を前提としております。

　また、50型及び42型につきましては、安全性と利便性を併せ持つキャスター付スタンドにより設置を行ないます。

　学校別、サイズ別の内訳につきましては、学校・サイズ別内訳表に記載してございますのでご覧いただきたいと思います。
　続きまして、議案第35号の事業概要についてご説明いたします。

　議案書の２ページ目をご覧ください。
　事業件名ですが、奥多摩町立小・中学校ＩＣＴ環境整備（コンピュータ・ＬＡＮ）事業でございます。
施工箇所は、町内の４校でございます。
事業概要でございますけれども、コンピュータ教室で児童・生徒が活用する教育用コンピュータ及び職員室で教職員が活用する校務用コンピュータの購入及び校内ＬＡＮ敷設工事を行い、学校におけるＩＣＴ環境を整え、学習環境の向上と事務処理の効率化を図るものです。
なお、この事業につきましても文部科学省の学校情報通信技術環境整備事業費補助金により整備を行うものでございます。
整備内容でございますが、教育用コンピュータにつきましては、氷川小学校及び氷川中学校の２校に計43台、校務用コンピュータは４校に合計58台を購入し、校内ＬＡＮ敷設工事につきましては、古里小学校、氷川小学校及び氷川中学校の３校の整備を行うものです。

なお、古里中学校につきましては既に整備済みのため、今回は対象としておりません。
教育用コンピュータにつきましてはデスクトップ型、校務用コンピュータは液晶一体・省スペース型とし、コンピュータの基本ソフトであるＯＳはウィンドウズ７、その記憶装置であるハードディスクの要領は160ＧＢとし、液晶ディスプレイは17型といたします。

学校別の内訳につきましては、学校・整備種目別内訳表に記載してございますのでご覧いただきたいと思います。
以上で議案第34号及び議案第35号の説明を終了させていただきます。

ご審議をいただきご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第34号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。８番鈴木　賢一議員。
○８番（鈴木　賢一君）　私はよくわからないんで、ちょっと教えていただきたいんですが、コンピュータＬＡＮというのはどういうことなんでしょう。
　それと、このテレビですね、古里小、古里中は50型プラズマテレビ、これが小学校は３台、中学校が４台。氷川小と氷川中は１台ずつですね。総数では大体同じになると思うんですけれども、生徒の数なども同じだと思うし、これは学校での希望なのかどうなのか、その辺のところをちょっと教えてもらいたいと思います。

○議長（澤本　　章君）　教育課長。
○教育課長（井上　永一君）　それでは鈴木議員のご質問にお答えいたします。
　まず、ＬＡＮ工事といいますのは、学校内に線を敷設して、どこでも同じ環境でパソコン、あるいはテレビが利用できるようになるという施設でございまして、有線、線を敷設して各教室に配り、そこからハブといわれる機械があるんですけれども、それにコンピュータをつないで、どこでも交信といいますか、そういうものができるということでございます。
　それと、テレビの大きさの関係ですけれども、これは各学校、あるいは教室の状況を見まして、学校と相談をいたしております。その中で各学校から希望が出されたもの、若干こちらで調整させていただいた部分がございますけれども、学校とのやりとりの中で大きさは決めております。
　以上です。
○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第34号の質疑を終結します。

　次に、議案第35号の質疑を行います。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第35号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第34号及び議案第35号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第39　議案第34号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第34号については原案のとおり可決されました。

次に、日程第40　議案第35号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第35号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第41　議案第36号　森林活動拠点施設整備工事請負契約の変更について、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）　議案第36号　森林活動拠点施設整備工事請負契約の変更について、ご説明をさせていただきます。

　提案の理由でございますが、平成21年６月10日、締結したこの契約について、内容の一部に変更が生じたことに伴い、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第16号）第２条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　変更の内容ですが、変更前の金額が７,560万円、変更後の金額が8,060万円となります。

　変更工事の概要については所管の課長より説明をさせていただきます。
　ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　観光産業課長。
○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは議案第36号の変更工事の概要につきまして、ご説明させていただきます。

　２枚目の変更工事概要をご覧ください。
　１の工事件名から５の請負業者までは省略させていただきます。
　６の変更理由でございますが、塗装工でステーションＦ、マキ置場、腕風呂、沢の広場へと続くセラピー施設に連続性を持たせるため、通路舗装‐２を増工する。植栽工において、工事の掘削等により減少した既存樹木の補助植栽として、植栽工を増工するものでございます。
　７の変更概要でございますが、通路舗装‐２として92.1㎡から220.8㎡に増加、サイン工１箇所、植栽工１式、ユニット工事としてテーブル１台と椅子２脚を追加するものでございます。

　添付の平面図３枚でございますが、各図面とも赤字で記載している部分が追加もしくは増加する工事、青色の部分が減少もしくは取り止めとなった工事でございます。
　以上で議案第36号の説明を終わらせていただきます。

　ご審議をいただきましてご決定をいただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第36号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第36号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第36号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第41　議案第36号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第36号については原案のとおり可決されました。

　次に、議案第42　議案第37号　奥多摩町学校給食センター建設工事請負契約の変更について、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）　議案第37号　奥多摩町学校給食センター建設工事請負契約の変更について、ご説明をさせていただきます。

　提案の理由でございますが、議案第36号と同様でございます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が２億9,085万円、変更後の金額が２億9,657万3,550円となります。

　変更工事の概要については所管の課長より説明をさせていただきます。
　ご審議の上、ご決定いただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　教育課長。
○教育課長（井上　永一君）　それでは議案第37号の変更概要についてご説明いたします。

　議案書の２ページ目をお開きください。
　１の工事件名から５の請負業者までは省略をさせていただきます。
　６の変更理由でございますが、土留工のＨ工鋼建込工で、土中に岩が発生し、ダウンザーホールでの削孔が必要となったこと。屋根工事において周辺部の日照を確保することにより屋根の勾配を変更したことに伴いまして、屋根工事、鉄骨工事及び木工事を変更するものでございます。
　なお、この変更に伴いまして工期につきましても３月15日から３月29日に変更をさせていただきます。

　７の変更概要ですが、ダウンザーホール工、鉄骨工事、木工事がそれぞれ１式、屋根工事が97.5㎡となります。

　１枚おめくりください。
　屋根部分の変更図面でございますが、右上が北側、氷川方面側から見た立面図でございます。赤く塗った部分が変更箇所でございます。変更前はその上部にございます傾斜している部分と同じ勾配を予定しておりました。
左上が国道側、正面から見た立面図でございます。赤く塗った部分が変更箇所でございますが、変更前の右側の屋根の勾配でいきますと、正面から見た場合、左側と同じ高さでございました。
左下が川側から見た立面図でございます。変更前の勾配ですと右側と同じ高さの立面図でございました。
なお、この屋根には太陽光発電用のパネルを取り付けいたしますが、屋根の勾配を変更しても太陽光の発電量には影響なく予定しておりました必要発電能力は確保されることは確認をしております。
以上で議案第37号の変更工事概要の説明を終わります。

　ご審議をいただきご決定をただきますよう、お願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第37号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。１番師岡　伸公議員。
○１番（師岡　伸公君）　今、課長の方からご説明をいただきまして、日照確保に伴って若干設計を変更されたということですが、これは当初設計では予想はされなかったような内容だったのでしょうか。その辺をちょっと確認します。
○議長（澤本　　章君）　教育課長。
○教育課長（井上　永一君）　１番師岡議員のご質問にお答えします。
　工事を施工している中で近隣の住民の方から冬場の日照の問題をいただきました。日陰図を作成いたしまして検討したところ、町道部分と給食センター入口付近、ここが冬場に凍結等の影響が出ることが判明をいたしました。地域住民の皆様の安全確保の点、また、先ほど申し上げましたけれども、屋根の勾配を下げても発電の必要能力は確保されるということも確認できたということで、屋根の形状は変更させていただきました。
　当初設計の段階では、その部分の日照の確保という部分につきましては検討はございませんでした。
○議長（澤本　　章君）　ほかに質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第37号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第37号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第42　議案第37号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第37号については原案のとおり可決されました。

　次に、議案第43　議案第38号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負契約の変更について、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）　議案第38号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その９請負契約の変更について、ご説明をさせていただきます。

　提案の理由につきましては、議案第36号の内容と同様でございます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が２億4,360万円、変更後の金額が２億3,322万7,050円となります。

　変更工事の概要につきましては所管の課長より説明をさせていただきます。
　ご審議の上、ご決定をいただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第38号の変更工事概要のご説明を申し上げます。

　２枚目をお開きください。
　１番から５番につきましては省略させていただきます。
　６の変更理由でございますけれども、管渠工におきまして埋設位置の変更に伴い、管渠延長及びマンホールが減となりました関係、その他、現場精査ということで変更が生じたものでございますけれども、これにつきましては平成22年度、来年度に棚沢地区にポンプを設置する予定でおります。当初の計画ですと、全部で43基、棚沢地区にポンプを設置する予定でおりましたが、ポンプの数が非常に多いということで、ポンプを廃止し自然流下方式に変更しようということで検討した結果、全部で27箇所減らしまして、43箇所の予定を16箇所まで減らすことができるということになりまして、その関係がございまして、配管の位置のルートの変更だとか、そういうふうなことで当初の予定より配管、あるいは工事する工期的なものがとれないということで、この変更をさせていただきました。
　これにつきましては、その９、それからその10に関係しておりまして、先ほどのポンプの数につきましては、両方合わせた形での減ということで検討しました結果の変更でございます。

　変更概要につきましては、管渠工が3,914.09ｍから3,563.56ｍに減になりました。マンホール工102箇所が90箇所に、小型マンホール工109箇所が108箇所に、取付管及びます設置工94箇所が87箇所の変更でございます。

　次のページをお開きください。
　配管の系統図でございます。図面の中の小さい赤丸につきましてはマンホールの位置でございます、また、赤い線につきましては下水の配管の位置を示したものでございます。その変更が生じた場所でございます。
　以上で議案第38号の変更工事の概要の説明を終わります。

　ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第38号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第38号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第38号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第43　議案第38号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第38号については原案のとおり可決されました。

申し上げます。会議規則第８条により会議時間は午後５時までと定められておりますが、予定された日程を時間内に終了させることが難しいため、午後６時まで会議時間を延長したいと思いますが、ご異議ありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、午後６時まで会議時間を延長することに決定いたしました。
　次に、議案第44　議案第39号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10請負契約の変更について、を議題とします。

　ここで地方自治法第117条の規定により、９番清水　典子議員には次の議案審議まで退席を求めます。

［９番　清水　典子君　退席］
○議長（澤本　　章君）　これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）　議案第39号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その10請負契約の変更について、ご説明させていただきます。

　提案の理由につきましては、議案第36号の内容と同様でございます。

　変更の内容でございますが、変更前の金額が２億3,940万円、変更後の金額が２億2,386万5,250円となります。

　変更工事の概要につきましては、所管の課長より説明をさせていただきます。
　ご審議の上、ご決定をいただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第39号の変更概要のご説明を申し上げます。

　２枚目をお開きください。
　１番から５番につきましては省略させていただきます。
　６番の変更理由でございます。当初205路線、配管路線になります、国道411号線鳩の巣トンネルから白丸花折トンネルの間におきまして、国道の横断水路下を配管する設計で計画しておりましたが、国道の幅員が狭く、深く掘削することによりまして交通に支障が生じることが懸念されることが判明したため、東京都と調整の上、管材を変更し浅く埋設することに変更いたしました。その他、現場精査により変更が生じたものでございます。

　なお、先ほどのポンプの数の減につきましても、その10工事の変更についても同じ考え方で実施しております。

　７番の変更概要につきましては、管渠工が3,549.76ｍが3,482.7ｍに、マンホール工92箇所が84箇所に、小型マンホール工165箇所が164箇所に、取付管及びます設置工113箇所が102箇所への変更でございます。

　次のページをお開きください。
　配管の系統図でございます。図面中、赤い丸がマンホールの位置でございます。赤い線につきましては配管の位置でございまして、図面下の部分が主に変更が生じた場所でございます。
　以上で議案第39号の変更工事の概要の説明を終わります。

　ご審議の上、ご決定賜りますようお願い申し上げます。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第39号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第39号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第39号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第44　議案第39号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第39号については原案のとおり可決されました。

　ここで退席された清水　典子議員には自席にお戻りいただきます。
［９番　清水　典子君　着席］
次に、議案第45　議案第40号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その11請負契約の変更について、を議題とします。

これより提案理由の説明を求めます。企画財政課長。
［企画財政課長　加藤　一美君　登壇］
○企画財政課長（加藤　一美君）　議案第40号　奥多摩処理区下水道管渠建設工事その11請負契約の変更について、ご説明をさせていただきます。

　提案の理由につきましては、議案第36号の内容と同様でございます。

　変更の内容ですが、変更前の金額が１億6,275万円、変更後の金額が１億7, 649万6,600円となります。

　変更工事の概要につきましては、所管の課長より説明をさせていただきます。
　ご審議の上、ご決定をいただきますようお願いいたします。
○議長（澤本　　章君）　地域整備課長。
○地域整備課長（宮田　昭治君）　議案第40号の変更工事概要のご説明を申し上げます。

　２枚目をお開きください。
　１番から５番につきましては省略させていただきます。
　６番の変更理由でございます。管渠工におきまして、グラインダーポンプ場を廃止し自然流下方式に変更したため管渠延長の変更が生じたもののほか、古里附橋橋梁添架工追加に伴いまして、圧送するマンホールポンプ場を追加しました。グラインダーポンプ場におきまして自然流下方式に変更した関係以外に、現場踏査の結果、変更が生じたものでございます。
　７番の変更概要でございます。管渠工が165.94ｍが561.98ｍに、マンホールポンプ場11箇所が12箇所に、グラインダーポンプ場13箇所が11箇所に、古里附橋橋梁添架工１式追加がございました。

　次のページをお開きください。
　グラインダーポンプ配置位置図でございます。図面の中で、黄色い小丹波ＧＰ－５のポンプをルート変更しまして、自然流下方式に変更した関係で減になっております。
　それから小丹波ＧＰ－９を廃止しまして小丹波ＧＰ－10に統合いたしました。

　それから小丹波ＧＰ－７を廃止しまして小丹波ＧＰ－８に統合いたしました。
また、赤色のＧＰ－17の新設につきましては、当初予定しておりませんでした別荘の汚水を取り込むことになったため追加申請いたしました。

次のページをお開きください。
この図面はマンホールポンプの配置図でございます。図面中央の赤い部分が古里附橋の現地でございまして、東京都との調整によりまして添架許可を取得したため、今回、ポンプ場１箇所及び橋梁添架工が増工となったものでございます。これによりまして小丹波自治会全域が下水道供用開始ができる状況となりました。
　以上で議案第40号の変更工事の概要のご説明を終わります。

　ご審議の上、ご決定賜りますようお願い申し上げます。
○議長（澤本　　章君）　以上で説明は終わりました。
　これよりただいま上程の議案第40号の質疑を行います。

　質疑はありませんか。
(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　質疑なしと認めます。
　以上で議案第40号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第40号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。
　よって、これより採決します。
　日程第45　議案第40号について、原案に賛成の議員は起立願います。

［賛成者起立］
○議長（澤本　　章君）　起立多数であります。よって、議案第40号については原案のとおり可決されました。

以上で本日の日程はすべて終了しました。
　お諮りします。次の本会議の予定は３月12日となっておりますので、明日３月６日から３月11日までの６日間は休会したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

(「なし」と呼ぶ者あり)

○議長（澤本　　章君）　ご異議なしと認めます。よって、明日３月６日から３月11日までの６日間は休会とすることに決定しました。

　なお、本会議２日目は３月12日、午前10時より開議しますので、ご承知おきください。

　本日はこれにて散会します。
　大変ご苦労さまでした。
午後５時８分　散会
　地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　奥多摩町議会議長
　　　　　奥多摩町議会議員
　　　　　奥多摩町議会議員
